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春

就任のご挨拶にかえて

財団法人日本情報処理開発協会

会 長 井 川 博

このたび,影 山前会長のあとをお引受けすること

になりました井川でございます。当協会は,昭 和42

年に設立され,今 年は28年 目に当たります。この間

6代 の会長が重責を果たされ,7代 目として私がお

引受けすることになったわけでございます。

21世紀を目前にして,国 内外のあらゆる分野で大

きな変革の うね りが起 きてお ります。

情報化を巡る動 きも例外ではな く,来 るべ き21世

紀の高度情報通信社会の構築に向け,米 国のNII(高

度情報通信基盤構想)をはじめとして,各国では様々

得
なプロジェク トが提示 されております。わが国にお

きましても,す でにご承知のとお り,内 閣に高度情

報通信社会推進本部が設置され,各 省庁において,

情報化施策が図られております。

本年2月 にブラッセルで開催されたG7「 情報社

会に関す る関係閣僚会合」におきましては,情 報化

についてG7間 で共通のビジョンが形成され,高 度

情報化社会の実現に向けた国際的な協力がうたわれ

てお り,わ が国も関係国と協調 し,共 同プロジェク

トの実施に参画 してお ります。

翻って,例 えば日米間における情報 インフラの比

較で見ます と,全 体 を通 じて立ち遅れの感 を否め ま

せん。情報化の進展のために必要な様々な問題を適

切に解決 し,早 急に高度情報通信社会 を実現 してい

くことが強 く求められてお ります。

当協会は,設 立以来国の施策 と一体 となって,情

報化推進のための各般の事業を展開 し,わ が国の情

報化の進展にいささか寄与 して来たと考 えます。情

報化 を巡る内外情勢が一段 と進展する時期に会長 を

お引受けすることになりましたが,皆 様のご支援 と

ご協力をいただきながら,わ が国の健全な高度情報

通信社会の実現のため微力を尽 くしたいと考 えてお

ります。
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'95情 報化 白書 の紹介

調査部

「情報化 白書1995年 版」が5月31日 に刊行されま

した。同白書は1967年 に 「コンピュー タ白書」とし

て創刊 されて以来,1987年 に 「情報化 白書」と改題

した以降も,わ が国社会全般に広 く普及 しつつある

情報化の現状 と動向をわか りやす く紹介する年次総

合誌 として,通算29冊 目を数えることとな りました。

編集にあたっては,石 井威望氏(慶 慮義塾大学環

境情報学部教授)を 委員長 とする 「情報化 白書編集

委員会」を中心に,多 数の執筆者の方々のご協力を

仰 ぎ,情報化に関する最新動向を取 り上げています。

本 白書の構成は,① 毎年新規テーマを設定 してまと

めている総論,② 情報化編,情 報産業編,環 境 ・基

盤整備編,国 際線の4本 の柱で構成される各論,③

最新統計などの基礎デー タを網羅 したデー タ編か ら

なっています。

今回の総論テーマは 「情報インフラ整備 の現状 と

課題」です。内外の政治,経 済,社 会が激動するな

か,21世 紀のリーディング産業 として情報 ・通信産

業とその根幹 となる情報 インフラの整備が注 目され

ています。NIIか らGIIへ と,その動きは世界的な潮

流とな り,各 国においてその整備に向けた取 り組み

が進展 しています。わが国においても,94年5月 に

通商産業省か ら 「高度情報化プログラム」が,ま た

郵政省電気通信審議会から 「情報通信基盤整備プロ

グラム」が発表され,さ らに95年2月 には,政 府の

高度情報通信社会推進本部が 日本版NIIと も言うべ

き 「高度情報通信社会推進に向けた基本方針」を打

ち出すなど,情 報インフラ整備に向けた活発な取 り

組みが展開されています。今回の総論では,こ れら

内外の情報インフラ整備の動向を網羅的に取 りまと

めるとともに,わ が国の情報 インフラ整備に伴 う課

題 と展望をB米 情報インフラ比較を交えて解説 して

います。

以下,95年 版か ら総論の概要 と各論のデータ中心

としたポイン トを紹介 します。

総論:情 報 インフラ整備の現状 と課題

1.な ぜ,今,情 報 イ ン フラ か

1.1は じめに

1994年 か ら95年 にかけての1年 間は,政 治 ・経済・

社会すべ ての面 で,国 内,国 際 ともに激動 の時期 で

あ った。94年 夏 の猛暑 に よるエア コンなどの特 定商

品以外の消費の伸U`.,maみ,既 存産業 の成熟化,円 高

によ る製造業の海外展開の加 速化 と産業 の空洞化の

懸念,価 格破壊 が進行 しつつ あるも依 然 として大 き

い内外価 格差,リ ス トラに伴 う雇用不安 など課題 も

多い。 わが 国の社会経済 システムは,多 様 な構造的

課題 をかかえて,新 たなフロンティアへ の曲が り角

に直面 してい る。

さ らに加 えて,95年1月17日 未明の兵庫県南部地

震によって引 き起 こされた阪神 ・淡路大震災は,5,500

人以上 もの人命 を奪 うとともに,情 報 ・通信網に も

大 きな打撃 を与 え,情 報化社会 におけ る情報 インフ

ラのあ り方が あ らためて問われ るこ とになった。

海外 に 目を転 じて も,激 動が続いている。 ア メリ

カの 中間選挙 におけ る民主党の歴史的敗北,ロ シア

軍のチェチェン侵 攻,膠 着状態 にあるボスニア ・ヘ

ルッェ ゴビナ情勢 な ど,95年 の世界情勢は極め て不

透明 な状態にあ る。 このような激 しい内外情勢 と不

透 明な未来の中で,情 報 ・通信 を中核 とす る新 たな

産業 が21世 紀 の リーデ ィング産業に成長す るこ とが

期待 され,そ の実現の ためのインフラ整備が世界的

に注 目を集めてい る。

1.2NIIか らGIIへ

き っか け とな っ たの は,ア メ リカ の ク リン トン政

権 に よ るNII(Nationallnformationlnfras・

tructUre)行 動 ア ジ ェ ンダ の発 表 で あ る(93年9月)。

さ らに ゴア副 大 統領 は,94年3月 ブエ ノ スア イ レス
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」"P畑ECRＬEPの 日丁

で開催 され たITU(世 界電気通信連合)総 会 で,各

国のNIIを 地球規模 で連結 しようとす るGII(Global

InformationInfrastructure)構 想 を発表 し,世 界に

衝撃 を与 えた。 この構想は,同 年7月 のナ ポ リ ・サ

ミッ トにお いて経済宣言に盛 り込 まれた。 そ して,

ゴア演説か らち ょうど1年 後の95年2月,ブ リュ ッ

セル で情報社会に関す る関係 閣僚会合(G7),い わゆ

る情報サ ミッ トが開催 され,GIIの 整備 に向けた枠組

みづ くりが議論 され た。

この間,つ まり,ア メ リカのNII行 動 ア ジェ ンダ

か ら1年 余 というものは,世 界各国がそれぞれのNII

構想づ くりに まい進ずるとともに,GII対 応策に追わ

れ るこ とにな リ,世 界中で情報 イ ンフラ整備 が議論

されて きた。 この時期 に情報 インフ ラが注 目を集め

たのは,以 下の ような背景 があ る。 第1に ア メ リカ

のNIIで 明 らか なように,情 報 イ ンフラの整備が産

業の競 争力強化 と密接 に結 びつ いてお り,国 際競争

上 取 り組 まざるを得 ないこ と。 第2に 将来 の リーデ

ィング産業 として期待 され るマ ルチメディア産業の

育成 に不可 欠なこ と。 そ して第3に,ゴ アのGII構i

想に よって,情 報 インフラ整備が単 なる国内問題 で

はな く,国 際舞台でのテー マになった こと。第4に,

特 にわが国の場合 は,阪 神 ・淡路大震災 によって防

災 とい う観点か ら情報 インフラの あ り方が あらため

て問われたこ とな どである。

2.世 界 のNll潮 流

2.1ア メ リカ

[1]情 報 スーパ ーハイ ウェイ構想

アメ リカのNII(情 報 スーパーハ イウェイ構 想)は,

1993年9月 月の発表以来,各 国の情報 インフラ整備

計画の モデル として注 目されて きた。アメ リカのNII

では,情 報 インフラの範囲 を広 範囲に とらえている。

す なわち,第1に 物理 的構成要素 として,各 種情報

機 器や通信 網があ る。第2に,NIIの 価値 を左右す る

最 も重要 な要素 として,① ビデオ・プロ グラ ミング,

科 学/ビ ジネス ・デー タベー ス,図 書館蔵書 な ど,

② アプ リケー ションとソフ トウェア,③ ネ ッ トワー

ク ・セ キュ リテ ィとプライバ シー保護,④ 人材 をあ

げてい る。

ア メ リカのNIIに おいて,① インフラをこの よう

に広範 囲に とらえたこ と,② アプ リケー シ ョンお よ

び コンテンツ重視 を打 ち出 した ことは,そ の後の各

国の情報 インフラ整備 計画の立案 に大 きな影響 を与

えた。つ まり,イ ンフラの範囲 を広 げたこ とに よっ

て,単 に通信や ネ ッ トワー ク分 野だけでな く,規 制

や知的財産権 な どの各種制 度 を巡 る議論,あ るいは

アプ リケー シ ョンの 当事 者 としての企業,行 政機 関,

学校等 での議論 など,各 国の産業,経 済,社 会のあ

らゆる分野が情報 インフラに無関係 ではな くなった

か らである。

アメ リカのNIIは,規 制緩和 に よる通信 ・放送の

融合,連 邦通信法の改正論議,著 作権法 などに よる

知的財産権の保 護のあ り方 を巡 る検討 など,多 方面

で議論 を呼び なが ら進展 している。また,NIIの 具体

的アプ リケー シ ョン開発 に関連 した各種プ ロジェク

トが産 学官の コンソー シアム等 によって進め られて

いる。 この ような中で も特 に注 目されてい るものに

スマー トバ レー構想 があ る。また,EDI(電 子デー タ

交換)と ともにEC(ElectronicCommerce)と い う

コンセプ トを追求するもの として,CALS(Continuous

AcquisitionandLifecycleSupport)が 関心 を呼

んでい る。

[2]ス マー トバ レー構 想

スマー トバ レー構想 はシ リコンバ レー の再活性化

のために進め られ ているJVSV(ジ ョイン トベ ンチ

ャー ・シ リコンバ レー構想)の 一環 として位 置づ け

られてい る。JVSVは,① 多数 のプロジェ ク トに よ

る総体 的な地域活性化の促 進,② 民間発意,民 間主

導,③ 政府 と民間の新 たなパー トナー シ ップの確 立

を目的 として13の プ ロジェ ク トを進め ている。

スマー トバ レー構 想はその中で最 も注 目され,最

も成果 をあげてい るものである。 同構想はスマー ト

バ レー公社 と呼 ばれ る非営利の コンソー シアムが推

進 してお り,広 く全米で進め られてい るNli関 連実

験の一環 とみ るこ とが で きるが,技 術 開発プ ロジェ

ク トではな くアプ リケー シ ョンの検証 を行 うための

プ ロジェ ク トと位 置づけ られ る。

スマー トバ レー構想の下 で具体 的に推進 中のプ ロ

ジェ ク トは,94年 末 の時点 で12,着 手間近 な ものが

31,構 想 中の ものが23と 言われてい る。 これ らの中

で特 に注 目度が高 いのは,①EC(エ レク トロニ ック・

コマー ス)の コンセプ トを追求 してい るコマー スネ
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ッ ト,② ビジネスマ ン達の テレコ ミューテ ィング,

③地域 の全小 中学校 ををネ ッ トワー ク化す るスマー

トスクール構 想,④ デ ィジ タル ・メディアを使 った

会議 シス テム,⑤ 医療機 関 と協 力 した在宅 医療 シス

テムな どである。

[3]CALS

CALSも また,グ ローバ ルネ ッ トワー クの今後の

展開 を考 える上で重要 なテー マであ る。CALSは 当

初,国 防総省が軍事的 な要請か ら構想 した ものであ

るが,今 日では,そ の基本 コンセプ トを拡 張 して,

政府,企 業な どの当事者が情報 を共有 して,設 計,

開発か ら運用管理 までの全プ ロセ スを国際的 な標 準

規格 に合わせ てネ ッ トワー クでや りとりす るシステ

ム全般 を指す ようにな ってい る。

さらに最近 では,国 防総省主導 であったCALSに

対 して,商 務省が決済機能 まで も加 えて,EDIと と

もにECの コンセプ トの中で積極 的に推進 している。

これは,全 世 界 をベー ス とした企業の連携 を可能 に

す ることを目標に してお り,バ ーチャルエン ター プ

ライズ(VE)や コンカレン トエ ンジニア リング(CE)

さ らにはエ ンター プ ライズインテ グレー シ ョン(ED

を目指 してい る。つ ま り,エ ンタープ ライズ(事 業

体)の 全体 または一部,例 えば装置 メー カー とその

販売業者間,ま たは官 ・民 ・学 の三者 に よる共 同体

が,製 品の設計,開 発,製 造,販 売,サ ー ビスにつ

いて,共 通の デー タベー スを用 いて リアル タイムで

作業で きるようにす ることであ る。

2.2そ の他地域のNll

[1]ヨ ー一口ツパ

アメ リカで情報スー パーハ イウェイ構想が発表 さ

れる と,ヨ ー ロッパ レベルでの対応 も盛 り上が りを

みせ,93年12月 には欧州類 会(EuropeanCommis・

sion)が 「成長,競 争力,雇 用」に関す る白書(Growth,

Competitiveness,EmploymentTheChallenges

andWaysforwardintothe21stCentUry)を 閣

僚理事会 に提 出 した。同 白書で は,電 気通信 インフ

ラ整備の重要性 を改めて指摘 し,特 にTENお よび電

子サー ビスに対 して94～99年 に670億ECUを 投資す

るよう提唱 してい る。

さらに,94年6月 には,情 報化社会 に関す るハ イ

レベ ルグループ(委 員長:M.バ ンゲマ ン欧州委員会

産 業政策担 当委員長)が 「ヨー ロッパ とグローバル

情 報化社会(EuropeandtheGlobalInformation

Soceity)」 と題 した報告書(バ ンゲマ ン・レポー ト)

を欧州理事会(EuropeanCounci1)に 提出 し,了 承

された。 同報告書は,市 場競争や互換性,標 準化の

一 層の推進や知的財産権 ,プ ライバ シー,セ キュ リ

テ ィの保護 に関す る共通の枠組みについて述べ られ

てい る他,特 に,ア プ リケー シ ョンに関 しては,大

胆 な10の 目標 を提示 し注 目された。

7月 には,バ ンゲマ ン報告 を受け,「 ヨー ロ ッパに

おけ る情報化社会:行 動計画」が欧州委員会か ら発

表 された。 さらに,10月 には,情 報 ・通信 イ ンフラ

の 自由化 に関す るグ リー ンペーパー として,「Green

PaperontheLiberalizationofTelecommuni・

cationInfrastructureandCableTelevision」 が

発表 された。 同ペーパー で注 目すべ き点は,① 第1

段 階 としてすでに 自由化 されている衛 星通信,移 動

体通信,地 上系電気通信 サー ビス用 インフラの利用

(そのため のCATV利 用 も含 む)に 関 して,残 って

い る規制 を撤廃す る。②第2段 階 として,公 衆交換

電話サー ビス用 インフラの 自由化 を実現す るこ とな

ど通信分野の段階的 自由化 を提案 したこ とであ る。

EU電 気通信相理事会 は同ペーパー を元に議論 し,98

年1月 までに域 内のインフラの所有,建 設やサー ビ

ス提供 を原則 自由化 す るこ とに合 意 した。

[2]フ ランス

フ ランス政府 は94年2月,フ ランス版 情報ハ イウ

ェ イ と呼 ば れ るPATIF(PaysageAudiovisuel

TelecomsInformatiqueFrancais)構 築検討 のた

め の委員会 を設置 し,同 年10月 には,テ リー報告書

(「情 報ハ イウ ェ イ(LesAutoroutesde1'Infor-

mation)」 が発表 された。フランス政府 は,同 報告書

を もとにフ ランス版NIIの 構築方針の検討 を進めて

いる。

同報告書 では,① 情報ハ イウェイの中心 は加 入者

回線 までの光 ファイバー網で あるこ と,② 光 ファイ

バー網の構築はFranceTelecomが 支柱 になること,

③政府が400億 フランを投 じたCATV網 は情報ハ イ

ウェイ としては不十分 であ るこ と,な ど と指摘 して

い る。 しか し,こ うした点に関 しては,民 間主導で

進め るぺ きとの見解やCATV業 界か らの反発 などが

出て きてお り,フ ランス国内で活発 な論議 を呼ん で
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いる。

なお,フ ランス政 府はG7直 後 の95年2月 末 に,情

報 インフラ整備 の一環 として49の プ ロジェク トを決

定 した。 これ はテ リー報告 を受けて,技 術 開発や ニ

ー ズ調査 のための実験 として応募 してきた約650の プ

ロジェ ク トの中か ら選定 された もので ある。

[3]イ ギ リス

イギ リスの貿易産業省(DTI)は94年11月,「 将 来

のスーパーハ イウェイの構築:イ ギ リスにおけ る広

帯域通信の開発」(CreatingtheSuperhighwaysof

theFutureDevelopingBroadbandComm皿ica-

tionsintheUK)を 発 表 した。同報告 書の特 色は,

EUの 中で最 初 に電気通信の民営化 と自由化 を行 った

国 としての 自信が至 るところに散 りばめ られてい る

こ とである。特 に,84年 のBT民 営化 以来の 自由化

路線 と91年 電気通信 白書に よる規制枠組 みは,国 際

競争力の ある通信 を実 現す るために最善 の枠組 みで

あるとしている。また,も う1つ の特色 として,CATV

を重視 して いる点があ る。 ちなみに,イ ギ リスの情

報スーパーハ イウェイの発展にCATVが 大 きな鍵 を

持 って いる として,2001年 まではBTとMercuryに

電話網 を使 ったCATVを 認め ない と指摘 してい る。

アプ リケー シ ョン面については,バ ンゲマ ン報告 を

引 き合 いに出 しなが ら,企 業 向け,個 人 ・家庭 向け,

公共サー ビス向け広帯域 アプ リケー シ ョンの開発 に

おけ る実績 と可能性 について述べ ている。

一方 ,BTは,CATV事 業へ の参入 を条件 に情報

スーパーハ イウェ イ構築 に150億 ～200億 ポン ドを投

資す る計画 を持 っていた といわれ,同 報告書に失望

してい ると指摘 されてい る。今後,イ ギ リスの情報

インフラ整備 に関 しては,CATVを 巡 る動 きが一段

と注 目され るもの と思 われ る。

[4]カ ナダ

カナダ産 業省 は カナダ版NIIの たた き台 として,

「カナダの情報ハ イウェ イ:カ ナダの情報 ・通信 イ

ンフラの構築(TheCanadianInformationHigh・

wayBuildingCanada'sInformationandIn-

frastructure)」 と題す る文書 を発表 した(94年9月)。

さらに同年10月 には,同 文書 に対す る意見 を踏 まえ

た上で,カ ナダ版情報ハ イウェイ構築 に向けての政

策枠組 み を発表 した。

その中で,政 策 目標 としては,① 雇用創 出 と② カ

ナダの文化的 アイデ ンテ ィテ ィ強化 を,ま た,設 備

面 では,①CATV事 業者 と電気通信事 業者 との協 力

あ るいは分担 を認め る,② 設備 は非差別的に誰で も

利用 で きるよ うにす る,③ 設備 は必要 な部分 だけ利

用 し,そ の分 だけ対価 を払えば よいよ うにす る,等

の方針 を打 ち出 してい る。

情報化 に関す るカナダの国家的施策 では,70年 代

当時か ら文化的アイデンティティが重視 されている。

これ はアメ リカの衛 星やCATVな どによって,外 部

の文化が大量に流入 して くるこ どに配慮 した もので

あるが,今 回のカナダ版NIIに も文化的アイデンテ

ィティの強化が盛 り込 まれてい る。

[5]シ ンガポール

92年4月,シ ンガポール政府 は国家プ ロジェ ク ト

「IT2000」 を正 式発表 した。21世 紀初頭 までに同国

を世界一の 「インテ リジェン ト・ア イラン ド」 にす

るため,国 家規模 での情報 インフラ整備 が不可欠 と

して,① 電気通信 ネ ッ トワー ク,② 共通のネ ッ トワ

ー クサー ビス,③ 技術標準,④ 政策/規 制 の枠組み,

⑤国家に よるアプ リケー シ ョン ・プ ロジェ ク トの5

要素 か らな るNII(NationalInformationInfras・

tructure)整 備 を打 ち出 した。

IT2000は,NCB(国 家 コンピュータ庁)やSingapore

Telec6mな どが 中心に なって進め られてい る。

NCBで は,① 建 設 ・不動産 ネ ッ トワー ク,② ボー ダ

レス図書館 ネ ッ トワー ク,③ 国家調達 ネ ッ トワー ク

などのアプ リケー ションシステムの検討 を進めて い

るほか,イ ンターネ ッ トを取 り込んだ形でIT2000ビ

ジ ョンの見 直 しを図って いる。特 に,学 校教育分 野

では,イ ン ター ネ ッ トを活用 した学習プ ロジェ ク ト

が具体化 しつつ ある。 これは子供 たち を情報 スーパ

ーハ イウェイに乗せ る一環 として行 われる もので ,

す でに6つ の 中学校 が選定 されてお り,こ れ らを対

象 に したマルチ メデ ィア コンピュー タ教育プ ロジェ

ク トが96年 か らス ター トす る。

SingaporeTelecomは,IT2000の 通信 基盤整備

の一環 としてB-ISDN整 備 を進め ているが,94年 末

までに都市部の商用 ビルは光 ファイバー化 を終 えた。

また,2005年 まで には,需 要 と技術進歩 を考慮 しつ

つ家庭への光 ファイバー化 を進 めてい くことに して

い る。さらに,95年6月 か らは300世 帯 を結んで ビデ
ト

オ ・オン ・デマ ン ドの実験 を開始 し,同 サー ビスの
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需要や技術的 な問題 の検証 をしてい くこ とになって

い る。

[6]韓 国

93年8月 に 「超高速情報通信網構築 基本 計画」が

立案 され,さ らに94年4月 には,同 計画の推進機 関

として,「 超高速情報通信網建 設推進委員会 」が設置

された。 同情報通信網 は,① 超 高速国家情報通信 網

と② 超高速公衆情報通信 網に分 け られ,前 者 を2010

年 までに,後 者 を2015年 までに構築す るこ とになっ

ている。 また,当 面 の構築 に関わ る時期 を,① 基本

構 築(94～97年),② 拡 散(98～2002年),③ 完 成

(2003～2010年)と3段 階 に分けてい る。

同計画の 目標は,以 下 の3つ 。

①21世 紀に備 えた先行 的国家 インフラ拡充のため,

音声,デ ー タ,映 像 等マルチ メディア形態の 多

様 な情報 を伝達 で きる「情報 の高速道路」を2015

年 までに構築す る。

②超高速,大 容 量の 「超高速情報通信網 」 を全 国

に構築 し,高 度情報化社会 の基盤 をつ くる。

③今後最 も有望 な産業 であるマルチ メデ ィア情報

産業の育成に よ り,新 規雇用創 出 と産業の国際

競争力 を強化す る。

2.3GIIを 巡 る動 向

[1]ゴ ア副 大統領の メ ッセージ

GIIを 巡 る議論 は,ブ エ ノスアイレスで開催 された

ITU(世 界電気通信連合)総 会 にお けるゴア米副大

統領 の次の ような演説 を契機 に始まった(94年3月)。

ゴア副大統領 のい うGIIは,地 球環境保護 のための

情報交換,先 進 国か ら途上国への技術移転 に必要 な

デー タのや りとりのほか,教 育,医 療向けのネ ッ ト

ワー クとして活用す るとい うものである。世 界の各

国がNIIの 一環 として整備 しようとしている光 ファ

イバ ー網や衛星通信網 を結合 して,地 球規模のデ ィ

ジタル通信 ネ ッ トワー クを構築 してい こっとい っメ

ッセー ジであ る。

その後,雇 用ハ イレベ ル会合(雇 用サ ミッ ト)や

OECDで の会合 を経 て,ナ ポ リ・サ ミッ トの経済宣

言の 中にWII(世 界情報 インフラ)と い う言葉で盛

り込 まれ,国 際舞台で活発な議論が展開 され ること

になった。 ちなみ に,94年9月 には,わ が国 として

は初め て開催 国 となったITU全 権委 員会議(京 都)

の席上,「 世 界電気通信 政策フ ォー ラム」の設置が提

案 された。

また,94年11月 イン ドネシアの ボゴールで開催 さ

れ たAPEC(ア ジア太平洋経 済協 力会議)で は,GII

をAPECの 場で検 討す ることで合意 した。さらに,

95年2月 にカナダのバンクーバーで開催 されたAPEC

では,韓 国がAPII(AsiaPacificInformationIn'

frastructure)の 構築 を提唱 した。 これはAPEC域

内の情報流通 を円滑化す るこ とによって,同 域 内の

急速な経済成長 を支 える基盤 を形成 しようとい うも

のである。

[2]G7(情 報 サ ミッ ト)

こうした一連 の経緯 を経て,95年2月 にG7(情 報

社会 に関す る関係 閣僚会合)が 開催 された。情報サ

ミッ トと呼ばれたこの会合 には,文 字 どお り情報 ・

通信に関係 す る世 界の トップ層が結集 し,こ の1年

余 にわたるNII,GII論 議の総 括 を行 った。具体 的合

意事項 として,① 地球 規模 の情報化社会実現のため

の基本8原 則,② 上記8原 則 をGIIに 適用す るため

の6つ の方策,③ 情報化社 会への理解 を深め るため

の11の 共同プ ロジェ ク トを決定 した。

ただ し,GII論 議 は これで終結 したわけではな く,

む しろG7議 長総括 自体 が今後へのキックオフとなる

ものであ る。今 回のサ ミッ トで も,競 争のあ り方,

標準化,知 的所有権保護 あるいは文化的主権 な どを

巡 って,主 導権 をとろ うとす る動 きや思惑な どが浮

き彫 りになる場 面 もあった。しか し,「あらゆ る企業

があ らゆるサー ビス をあ らゆ る人々に提供 できる完

全 な開放市場」(G7へ の クリン トン米大統領 メッセー

ジ)を 真 の意味 で実現す るには,今 回の合意事項の

フォローは もちろん,よ り一層の国際協調が不可欠

になろ う。

3.日 本の情報インフラ整備に伴う躁題 と展望

3.1日 本のNII取 り組み

わが国のNIIと いった場合には,高 度情報通信社

会推進本部の基本方針がそれに該当する。 しかし,

同方針発表までには,通 商産業省,郵 政省,さ らに

はいわゆる民間臨調など官民さまざまなところで活

発な議論が展開された。

通商産業省では,94年5月 に 「高度情報化プログ
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ラム」 を発表 した。 同プ ログラムは,産 業,家 庭,

公的分 野それぞれの具体 的な短期 的,中 期的展望 を

行 うとともに,そ の場合必要 となるネ ッ トワー クの

望 ましいあ り方 を示 した。特に,行 政,教 育,研 究,

医療 ・福祉,図 書館 の公的5分 野 につ いては,今 後

の発展 の トリガー とすべ く積極的 に展開 してい くこ

とをうたっている。

また,同 年11月 の「高度産業情報化プ ログラム(原

案)」では,5月 のプ ログラムで重視 した分 野の うち

特 に産業分野 に焦点 を当て,産 業情報 システムの将

来像 を展望 して いる。その中で,高 度 な産業情報 ネ

ッ トワー ク実現の キーワー ドとして,① デ ィジ タル

化,② オープ ン化,③ 情報 の共有化 をあげ,そ の具

体 的 イメー ジとして,ビ ジネス上 のすべ てのプ ロセ

スの情報交換 をオー プンなネ ッ トワー ク上 で電子化

して行 うEC(電 子商取引)やCALS(生 産 ・調達 ・

運用支援統合情報 システム)を 取 り上げ ている。 な

お,通 商産業省 はこれ ら両プ ログラム とも連動 して,

① 公 的分 野 の 情 報化 促 進,② 産 業 の 情 報 化 促 進

(CALS,EDIな ど),③ 情報産 業の基盤整備(「マル

チ メデ ィア支援 センター」 など)を は じめ とす る情

報 関係施策 を次々 に打 ち出 してい る。

郵政省の電気通信審議会が94年5月 に発 表 した「21

世紀 の知的社会への改革に向けて(情 報通信 基盤整

備 プログラム)」は,2010年 までに全 国に光 ファイバ

ー網 を整 備 し
,マ ルチ メデ ィア時代 の情報通信 イン

フラづ くりに着手 しようとい うものである。具体的

なスケ ジュール として,2000年 までに都道府県庁所

在都市 内の主要地域等(人 口カバ レッジ20%),2005

年 まで に人 口10万 人以上 の都市等(同60%),2010年

までに全 国整備完 了(同100%)を 掲げ た。 また,公

共機 関への整備時期 につ いては,2000年 を目標 に公

共的アプ リケー ションの開発 ・導入に併せ て,全 国

の学校,図 書館,病 院,公 民館,福 祉 施設な どの光

ファイバー整備 を推進す るとい うもの であ る。

[1]日 本版Nll

95年2月 に高度情報通信社会推進本部が と りまと

めた 「基本 方針」 では,情 報 インフラを幅広 くとら

えて,そ の整備,実 現の ための基本的考 え方や施策

の展 開 を提示 している。 また,イ ンフ ラ整備 の意義

として,21世 紀 に向けて高度情報通信社会 の構築 を

加速 ・推進す るため に不可欠で あ り,同 時に,情 報

通信に関連した産業の市場規模 を拡大し,リ ーディ

ングインダス トリとしての役割 を強めるだけでなく,

多くの新規事業 を創出すると指摘 している。

なお同基本方針は,高 度情報化社会実現のための

行動原則 として,以 下の7点 をあげている。

①誰 もが情報通信の高度化の便益 を安心 して享受

できる社会

②社会的弱者への配慮

③活力ある地域社会の形成への寄与

④情報の自由な流通の確保

⑤情報通信 インフラの相対的な整備

⑥諸制度の柔軟な見直し

⑦グローバルな高度情報通信社会の実現

さらに,基 本方針では,阪 神 ・淡路大震災を踏ま

えて,機 動性の高い防災情報システムの整備などを

目標 としてあげている。

[2]行 政の情報化 と規制緩和

また,情 報インフラ整備 という大 きな文脈の中で

とらえるべ きもの として,行 政の情報化推進と規制

緩和がある。前者については,95年 度か らの5ヵ 年

計画 として,「行政情報化推進基本計画」が閣議決定

された(94年12月)。同計画は,①行政情報の電子化・

高度利用(省 庁内LANな ど),② 行政情報の流通の

円滑化(霞が関WAN含 む),③ 情報提供サー ビスの

高度化,④ 行政手続きの迅速化を骨子にしている。

この基本計画および「共通実施計画」(95年3月 発表)

を踏まえて,各 省庁がそれぞれの計画を策定 し,取

り組むことになっている。

規制緩和については,い わゆる平岩レポー ト(93

年12月)以 来,活 発な検討が行われているが,94年

6月 には行政改革推進本部か ら279項 目(う ち情報・

通信分野は49項 目)の 緩和が発表された。さらに95

年3月 には,懸 案 となっていた規制緩和推進計画が

発表された。規制緩和項 目は全体で1,091で あり,こ

の うち,既 往のものが367件,新 規の ものが724件 で

ある。情報 ・通信分野は,住 宅 ・土地,流 通,運 輸,

金融 ・証券 ・保険,基 準 ・認証 ・輸入等の分野 とと

もに,緩 和対象の重点分野になってお り,今 回打ち

出された緩和項目は53件 となっている。今回の規制

緩和は,95年 度か ら99年度までの5ヵ 年計画である

が,経 済的規制については原則自由 ・例外規制,社

会的規制については必要最小限のものにすることを
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基本的考 え方 として見直 してい くとしてい る。一方,

産業界か らは,要 求 していた項 目が必ず しも反映 さ

れていない との声 も出てお り,規 制緩和 を巡 る動向

には今後 とも注意 してお く必要 があろ う。

[3]日 米情報イ ンフラ比較

日米 の情報 インフラ整備 に関 して,情 報機器(ハ

ー ドウェア) ,ネ ッ トワー ク,コ ンテンツな どの広範

な分 野で比較 す ると,ほ とん どの項 目においてア メ

リカが 日本 を上回 ってい る(表1)。 必ず しも国際的

表一1日 米情報インフラ比較

:撫 藤 鍾i、・…・1』七 、1較:: .;項 ・・i煤1「;
......9il、 歩:i.三 .:ii:i蒙:…驚;;…をiii婁・i黛ii捲ii鯵簗.蒙ii::亘ii}i憂…..i1

`'化

「:Pi

`ウ1;

…:;i…

、馨

コ ン ピュー タ 出荷 金額

(1993年,100万 ドル) 62,500 28,909 2.2
ア メ リカ は商務 省ITAの 推 定 値,日 本 は肛TI電 子 計算
機納 入 調査 。(1ド ル=111.18円 で 試 算)

パ ソ コ ン出 荷 台数

(1994年,LOOO台) 18,605 3,005 6.2
ア メ リカはデ ー タ クエ ス ト・ジ ャパ ン㈱,日 本 はJEIDA。
(国 内出 荷 のみ)

パ ソコ ン累 積 設置 ペ ー ス

(1993年,万 台) 6,653 942 7.1

InternationalD8taCorp.(Ship●entsandInstalled

B88eofVendorsintheU.S.1993)

就 業者 数 当た りパ ソ コ ン設 置台 数
(1994年:台/1,000人) 551.4 146.5 3.8

同上 デ ー タを も とに,ア メ リカの就 業者 数 は93年 末 で
12,066万 人.日 本 は同6.432万 人で 試 算。

コ ンピ ュー タ ・ハ ー ド

ウ ェア支 出額
(1992年,%)

汎 用 機 45 60
一

κソコン/1S 55 40

世界半導体市場 における企業本籍地
別シェア(1993年.%) 41.9 41.4 一

デ ー タクエ ス ト ・ジ ャパ ン㈱rニ ュー ス リ リース 」
(93/12/13)よ り速報 値 。*86年 以 来 の 日米再 逆 転 。

パ ソ コ ン通 信 加入 者 数

(日94年,万 人)

619.7 196.4 3.2

ア メ リカ は94年12月 末;sIHBAInfo祀ationInc.。

日本 は94年6月;ニ ュー メ デ ィア開 発協 会
(商 用 ネ ッ トの み)。

:ト ップ2パ ソ コ ン通 信 会社 の加 入 者

数(
1994年,LOOO人)

4,660 L430 3.3
ア メ リカ は94年9月 でCo臼puServe230万 人,Prodigy
230万 人 。 日本 は94年6月 でPC-▼ ▲N76万 人.Nifty-
Serve67万 人(デ ー タの 出所 は同上)。

イ ン ター ネ ッ ト接 続 シ ステ ム数
(1995年1月) 3,179,170 96,632 32.9

イ ンタ ー'ネッ ト ・ソサ イ アテ ィ(ISOC)
*前 年比 増 ア メ リカ215%,日 本226%。

…≡ イン歩一ネ・トw㌣ 品 ㌫ 警) 8,798 306 28.8
httpi〃 ■"。"tgen.co■ のデ ー タよ り(95年3月9日
現在)。*サ ーバ ー数 は情 報 発信 パ ワーの 目安 。

ii;i

i・t=・,.

;:i漏移動体電話加入台数

(1994年,万 台)
1・928 213 9.1

ア メ リカ は94年6月 現 在,CTIA(CellularTeleco■ ●u-
nlcatlon81ndu8tryA880c18tion)1)8taSuτvey;日
本 は94年3月 現 在,郵 政 省◆i3、1.

』…
ll:1加 入 電 話 数(1993年

,万 台) 14,866 5,883 2.5
ア メ リカ は93年12月,UST▲ 年 次 統計 。
日本 は94年3月.郵 政省 。

ii・ 専 用線 料 金

(1994年,円)

420,515 2,738,000 一

1.5薗 ビッ トの500bで の 月 間 レ ンタル 料金(1ド ル=
100円 で 試算)。*N質 は95年3月,中 ・長距 離専 用線

につ いて 平均26%値 下 げ を申請 。

CATV加 入 世帯 数

(1993年,LOOO世 帯)

57,000 L629 35.0

アメ リカ は93年12月.NCTA(NationalCableTelevi-
8io勧A880ci3tioの;日 本 は94年3月,郵 政省 。

(都 市 型CATVに 限定)

CATV加 入率(
1993年.%) 61.5 4.7

一

データ出所は同上。
(日本 は都市型C岨Ψ加入世帯ぴ肛放送受信契約世帯数)

CATVト ップ 企 業の 加 入者 数

(1993年,LOOO人) 12,OOO 99 121.2

'アメ リカはTCI
,日 本 は 日本 ネ ッ トワー クサ ー ビスの

加入 者数 。

ソフ ト ・パ ッケ ー ジ売上 高(
1992年,億 円) 42,200 6,600 6.4

ア メ リカ はINPUT:日 本 はHITI特 サ ピ。
(1ド ル 牢100円 で試 算)

弊芋二男㌍襲臨皇1x) 34 9.3 一
データ出所は同上。
*日 本はパ ッケー ジ市場が未成熟.

il

;l

ii

ii.…

i謙

譲i。.,_.。 上高

……i⑭ ㍊ 円'

.ii

…1.

ll

…

U.800 2.口0 5.6
ア メ リカ はLIN`Resource8;日 本 は薗ITI特 サ ビ。
DPC「 デ ー タベ ー ス白書 」

デ ー タベー ス ・プ ロデ 皇一サ 数
i.(1993年,社) 1,500 130 11.5

ア メ リカはGaie加rectoryofD8t8b88e8よ り算 出;

日本 は董1↑1「デ ー タベー ス台 帳総 覧 」。

=　

国産 データベース数
.:(日93年.DB数) 5,100 LO⑰0 5.1

デ ー タ出所 は同上.
OPC「 デ ー タベー ス 白書 」.

CD-ROMタ イ トル 数
(1994年,タ イ トル数) 18,000 2,600 5.0

「世 界CD弔00総 覧1995」(06ベ ンロー グ)

(商 用CD-RO`の みの 推定 数)

コンピュータを学習のため
に使用している学校の馴合
(かっこ内はコンピュータ使用経●のない生徒の割合

(1992年,%)

小学校 100(1) 36(42)

一

IEA(国 際教育刑適度評価学会)/国 立教育研究所
*日 本は特に小学校におけるコンピュータ利用が低い.
*日 本はコンピュータ使用学校の鶴に生後の使用経験
が低いのは,学 校当たりの導入台数が少ないため と思
われる.

中学校 100(3) 71(44)

高 校 100(3) 93(35)

学糀纏ご境 £磯9評
24.1 53.6

一
ア メ リカ は91年.Stεti8tic区1Ab8tτ8ctoまtheO.&

日本 は文部 省.

中央政府磯貝1人 当たりの情報化予算(1991年
・万円) 146 68 2.1

ア メ リカはOuagtu■81●ctτ001cIぬt8萄 唆●●(05戊))・
日本 は総務 庁 ・(1ド ル ー120円 で試 算)

情報サー ビス売上高 に占め品政府分
野の比率(1993年

.%)
17 9 一

ア メ リカは1時 世 に よ るバ ーチ カ ル ◆イ ンダ ス トリー

福翼鱗 蹴 耀き㌍
　 企業経営者のコンピュータ利用頻度

[`l

l覆……(1994年 ・%)

64 8 一 妻事繊 警螂 ト捲薯細鱗 醗 ‡鍔
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に整合性 の とれ たデー タによる比較 では ないので,

あ くまで も参考 ではあるが,人 口比 で修 正 してみて

も(ア メ リカの 人口は 日本のほぼ2倍),彼 我の差は

歴然 としている。

アメ リカの情報 インフラの集積 度が高いのは,イ

ンフラ整備 に関 して歴史的に長い取 り組みがあ るか

らである。 また,情 報化の長 い歴史の 中で,早 くか

らパー ソナル化,ネ ッ トワー ク化 の発想があ った。

しか も,ダ ウンサ イジングに よって,個 人 レベ ルで

の コンピュー タ利用,ネ ッ トワー ク利用は一段 と加

速 されて きてい る。 さらにア メ リカでは,ベ ンチ ャ

ー キャピタルの充実やNASDAQ(店 頭銘柄 気配 自動

通報 シス テム)に よって,ベ ンチャー ビジネスが育

つ環境が整備 されい る。 このためマルチ メデ ィアへ

の潮流に乗 って,有 力なベ ンチャーが続 々 と登場 し

て画期 的 なサー ビスや製 品 を打 ち出 して きている。

ア メ リカの情報 インフラ整備 はこ うした集積 の上

に立つ ものであ り,さ らに今 回のNIIに よってこれ

らの集積 度が さらに飛躍す る もの と予想 され るとこ

ろか ら,わ が国 として も一段の努力が必要 になろ う。

3.2主 要分野における課題

[1]行 政分野の課題

政府はすでに 「行政情報化推進5ヵ 年計画」を発

表 し,① 行政それ自体に関する課題 と,② 行政サー

ビスに関す る課題 とが示されている。行政業務のシ

ステム化については,各 省庁 とも相応の努力と実績

を持っている。問題は行政情報の総合利用化であ り,

ここでは省庁間におけるデータベースのさらなる共

同利用が望まれる。今 日,新 しく生 じつつある社会

的課題はますます複雑多岐にわたるようになり,そ

の対応についてますます省際的な行政が迫 られ,デ

ータベースの省庁間利用は欠かせない条件 となるは

ずである。現在の縦割 り行政の弊害を崩す意味でも,

こうした情報の共同利用は大いに進め られるべ きで

ある。

行政サービスのシステム化については,歩 みは遅

いが着々 と進んではいる。 この分野では,例 えば特

許業務のシステム化は先端的な活動を示 してお り,

この経験を他の行政業務へ積極的に移転すべきであ

ろう。なお,行 政サー ビスは住民にとっては地方公

共団体 と密接な関連 をもってお り,こ の点について

自治体 の よ り積極的 な参加 を求め る必要 があ る。 た

だ し,自 治体 レベ ルの情報 システムはプ ライバ シー

保護 の理 念 とか らみ,他 システム とのオ ンライン接

続 を禁 止 している場合が 多い。 しか し国民の移動が

頻繁 になった現在 では,ワ ンス トップサー ビスは不

可欠であろ う。 したが って,自 治体相互 間での行政

サー ビスの相互接続 につ いては,国 民の合 意の上 で,

実施す る方向で見直す必要が ある。

さ らに,「 行政情報化推進5ヵ 年 計画」に明示 され

ていないこ とであるが,情 報公開の徹底 とその ため

の行政情報 の電子化 を忘れてはな らない。 日本 では

いまだに情報公開法は制定 されていない。「知 る権利」

は憲法 に保証 され た国民の基本的な権利 であ り,こ

の意味 で,行 政情報の電子化 は,ひ と り行政業務の

効率化のみ な らず,情 報公開のため に も有効 である

こ とを忘れ てはならない。

[2]社 会 システムの課題

アメ リカのNII構 想は,教 育 ・研 究 ・学術部門や

医療 ・福 祉部門 などの公的分 野につ いて,行 政が積

極的 に関与 し,推 進す るこ とを約束 して いる。 日本

版のNIIの 「高度情報通信社会推進 に向け た基本方

針」 も同様 な考 え方 を掲 げてい る。

ここでの問題 は,こ の種 の社会サー ビスは対面(フ

ェー ス ・ツー ・フェー ス)す るこ とを前提 として き

た こ とであ る。 したが って,ア メ リカのNIIが 示 し

て いるように,誰 もが 自分の住所や ハ ンデ ィに関係

な く,自 分 の国の中の最高のサー ビス を通信 回線経

由で受 け られ るようにす るとい った発想 は,こ れ ま

での制度 の中にはない。

例 えば医師法や薬事 法は,医 師が 患者 と対面 した

上 でなければ診断書や処方箋 を書 いてはいけない と

決めてい る。 医療保 険の点数 は,X線 写真1枚 につ

いてい くら とい うように,ハ ー ドコピー のベー スで

決め られてい る。つ ま り在宅 診療 の実施 は,実 験的

には認め られつつ はあ るものの,公 式 に認知 された

もの とは言い難い。

さらに著作権法 は,図 書館 の通信 ネッ トワー ク経

由に よる閲覧 サー ビス を規定 していない。 とい うこ

とは,そ れ を禁 止 してい ると解釈 できる。電子 図書

館 はG7の 国際共同プロジェ ク トとしても取 り上 げ ら

れてお り,日 本 が幹事 国になって いる。 また,第2

国立国会 図書館構想(関 西文化学術研究都市)や モ
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デル電子図書館(慶 応大学湘南藤沢 キャンパ ス)の

実験 が進め られよ うとしている とき,こ の法律 も新

しい解釈 を求め られ るよ うになるであろ う。

[3]産 業分 野の課題

民間企業は戦後一貫 して,コ ン ピュー タ利用 によ

る業務効率化 と生産性向上 を図 って きたが,せ っか

くのシステム化の効用が十分 に生か しきれない点が

残 ってい る。例 えば,コ ンピュー タ記録 の保 存に関

す る法的規制 があ り,税 法 は取引帳票 を見読性のあ

るペーパーベ ースで長期間保存す るこ とを求めてい

る。 この点については,ア メ リカ,ド イツ,イ ギ リ

ス,フ ランスなどでは,会 社法 で も税法 で も会計帳

簿類の磁気 テープに よる保 存 を認 めてい る。特 に最

近,電 子デー タ交換(EDI)が 国際的に も進展 しつつ

あ る環境 の もとで,日 本のみがペ ーパーベ ースに こ

だわ ることは,日 本企業の 国際競争力に とって望 ま

しいこと とはいえず,さ らに海外企業へ 日本市場の

開放 を阻むバ リアに もな りかねない。

焦点 を情報産業に絞 った場合,特 に配慮すべ きは

マルチ メディア産業の振興 にかかわ る課題 であ る。

マルチ メディア産業は,ハ ー ドウェア機器 メー カー,

ネ ッ トワー ク業者,コ ンテンツ制作者 な ど多種 多様

な業種 で構 成 され る。各国のNII構 想 は,コ ンテン

ツが最 も重要 としてい るが,日 本は この コンテ ンツ

分 野がアメ リカな どよ り著 しく立 ち遅れて いる。 し

か もコンテ ンツの整備 には相 当の時 間がかか り,一

朝一夕にはいかない。 したがって,情 報 インフラを

整備す るに際 して は,コ ンテンツをいかに整備 ・拡

充 してい くかが大 きな課題 になる。

[4]通 信分 野の課題

95年 度は電気通信分 野に とって,節 目の年 で もあ

る。NTTの 経営形態の5年 目の見直 しの時期にあた

るか らである。5年 前の見直 し議論 の時 と比べて,

通信 イ ンフラの姿 は大 きく変貌 しつつ あ る。例 えば,

電波 を利用 す る携帯電話 は急激 に市場 を拡大 しつっ

あ る。 また,長 距離部 門へ の新規参入者 もしだいに

市場 を拡大 してい る。

特 に問題 を複雑 に してい るのは,通 信 と放送 の相

互乗 り入れで ある。双方の境 界領域には さまざまな

ビジネ スが出現 して きた。例 えば,放 送型通信 には

無線分野 でデー タ放送,有 線分 野でオフ トー ク通信

があ る。通信型放送 では,無 線分 野でスペー ス ・ケ

ー ブルネ ッ ト,有 線分 野でダイヤ ルQ2が ある。この

周辺に,無 線分野 では衛星放送,移 動体 電話,有 線

分 野ではCATV,ビ デオテ ックスが ある。その うえ

衛星放 送は コンピュー タにな じみ のあるデ ィジタル

方式にすべ きだ とか,CATVに よる電話事業 などさ

ま ざまな意見や動 きがあ る。

このよ うな環境の 中で,5年 目の節 目の年 を迎 え

る。 当然,こ れは次世代の情報 ・通信 イ ンフラのあ

るべ き姿 を想定 しつつ検討 され なければ ならない。

海外に比較 して高い といわれ る専用 回線 など料金 の

問題 をどう調 整 してい くか。公平競争 をど う調 和す

べ きか。 シーム レスで 多様 なネ ッ トワー クを構築 す

るための標準化 について どう考 えるべ きか。 日本の

通信産業 の国際競争力 を どの ように維持 してい くべ

きか。機微 に触 れ る情報,権 利や財産 に関係す る情

報 を流す ためにネ ッ トワー ク事業者は どの ようなセ

キュ リティ責任 を果たすべ きか。政府は通信事業 の

ユ ニバーサ ルサー ビスをどの ように して保証 すべ き

か。 こうしたさま ざまな論 点につ いて,市 場原理 と

社会 的公 平 とのバ ランスをと りつつ,ユ ーザーの視

点に立 って多 くの国民 に納得 で きる結論が期待 され

る ところで ある。

[5]防 災上の課題

阪神 ・淡路大震 災は,5,500人 を超 える犠牲者,3

万人近 い負傷者,10万 を超 える家屋の倒 ・損壊,道

路 ・鉄道 の破壊 に よる輸送大動脈への壊 滅的打撃,

そ して平穏 な 日常生活の破壊 な ど,ま さに戦後最 大

の惨事 となった。 さらに,企 業活動や生活 に不可欠

な情報 ・通信の設備や ネ ッ トワー クに も大打撃 を与

え,現 行 の情報 インフラの脆 弱性 を浮 き彫 りにす る

と同時に,今 後の情報 インフラのあ り方 につ いて大

きな教 訓 を残 した。

阪神 ・淡路大震 災の被害 の うち,情 報 ・通信分 野

に限 ってみれば,ま ず,地 上 の電話 回線が寸断 され

たこ とに加 えて,地 震直後は同地域 に全国か ら電話

が殺到 し,電 話機 能がパ ンクして しまったこ とがあ

る。 このため,特 に一般 の公衆 回線 にのみ依存 して

いた企業 の情報 ・通信 インフラは完全 に麻痺状態 と

なった。ただ し,専 用 回線 を本社 と各事業所 間に縦

横に張 り巡 らしていた企業 な どは,う 回路に よって

驚報 壷i把握で きた ところ もあった。 しか し,専 用回

線 といえ ども,瓶 ヒで寸断 された箇所 は多 く,ま た,
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自社 内の連絡 は取れて も取引先 との通信 は途絶 え る

な ど,地 震 に対す る地上 回線の脆 さが浮 き彫 りにな

った。

これに対 して,衛 星や携帯電話 な ど無線 による通

信は威 力 を発揮 した。郵政省 は緊急時 の特例 として,

インマルサ ッ ト(国 際海事 衛星機構)が 運営す る国

際専用衛星 の国内利用 を認め る措 置 をとった。衛星

の場合,地 球局 を手軽 に移動 させ るこ とが で きるた

め,災 害時の通信手段確保 としては極め て有効 であ

る。

一方
,パ ソコン通信や インター ネ ッ トな どによっ

て,マ ス メディアに乗 りに くい個 人ベー スの情報交

換 が活発 に行 われ た。 インター ネッ トの場合,地 震

が起 きた当 日の夕方 には,地 震情報の掲示板 が立 ち

上 が り,海 外か らの ア クセ ス も大量 にのぼ った とい

われ る。また,NIFTY-ServeやPC-VANな どの商

用パ ソコンネ ッ トも,い ち早 く地震関連の電子掲示

板や電子会議室 を開設 した。電子掲示板 には,安 否

を気遣 うメッセー ジなどが最 大収録数 を超 えるほ ど

全 国か ら殺到 した。災害時におけ る草の根 レベ ルで

の情報提供が いかにニーズがあ り重要 であ るかがあ

らため て浮 き彫 りに なった。

防災 の情報化には,2つ の側面 があ る。 第1は 情

報 ・通信 システム を災害か ら守 るこ と,第2は 情報 ・

通信 システム によって災害救助活動 の円滑化 を促進

す るこ とである。今 回の大震 災に よる多数 の犠牲者

に報 いるため に も,わ れわれは防災 とい う観点か ら

の情報 インフラ整備 に真剣 に取 り組 まなければ な ら

ない。

3.3展 望

[1]情 報インフラへの期待

日本の情報 インフラ整備,そ してそれを前提 とし

たマルチメディアを巡る議論は,い ま第2ス テージ

に移 りつつある。つ まり,不 況で低迷 していたB本

の産業界が苦 し紛れに待望 した新 しいリーディング

産業論や新規需要開拓の先兵 としての漠然 とした情

報インフラ,マ ルチメディア期待論ではなく,む し

ろより高度な情報化社会に向けて,日 本の産業構造

や社会そのものに問題が潜んでお り,こ の解決なく

して日本経済の将来は望めないという本質的な議論

に移行 している。特に産業分野では,ビ ジネス/企

業 レベル で情報 ・通信 関連 の高度 な新技術 を導入 し

て,知 的生産性 を上 げてい くこ との重要性が認識 さ

れ て きて いる。

NII,GII,イ ンター ネッ ト,そ してEC(エ レク ト

ロニ ックコマース)やCALSを 巡 る議論の広が りと

ともに,日 本が 目指すべ き高度情報化 も,そ の具体

的 な方向に向けての調整 を示す段 階にきた といえる。

かつては先端 を走 っていた 日本の情報化 も,情 報 ・

通信技術 の発展 の新 しいステー ジにおいて遅 れ をみ

せ は じめた ことにつ いて,さ まざまな原因が議論 さ

れてい る。

その主な もの として,ネ ッ トワー ク利用につ いて

の立 ち遅 れが指摘 され ている。確 かに産 業情報化 の

局 面において,わ が国 の産業界は企業内や企業 間の

オ ンライ ンシステムの普及 とい う面ではネ ッ トワー

ク化 を推進 して きた。 しか し,い ま重要 なのは,産

業(供 給 者)と 市場(消 費者)を 結ぶ柔軟 なネ ッ ト

ワー クの構築 である。 その ための情報 インフラ整備

の眼 目は,供 給者先行 のネッ トワー ク作 りではな く,

需要 主導 型であ る必要が ある。この ことを考 える と,

日米情報 インフラ比較 でもみた ように,日 米の過去

の情報化 に関す るハー ド・ソフ トの集積 の差が問題

にな る。この集積 の差 は,単 に量的な もの ではな く,

何 のため の情報化か とい う本質 的な問いかけ でもあ

る。

NIIの 思想は,す でにあ るコンピュー タ設備や個 々

の ネ ッ トワー クか ら生み出 される膨大 な情報 を相互

にネ ッ トワー クで連結 し,相 乗効果的に新 しい価値

を生み出す ことに,そ の基本が ある と考 えられ る。

い まわれわれに必要 な発想 は,物 理的 なハー ド設備

に関す るア メ リカ との差 を埋め る とい うキャッチア

ップ的思想 ではな くて,イ ンフォメー シ ョンインフ

ラを使 いこなす地道 な努力 であろ う。

[2]お わ りに'

日本 においてNII構 想 を現実の ものに し,よ り一

層 高度 な情報化社会 を実現す るためには,こ れ まで

述べ て きたよ うなさま ざまな課題 を解決 しなければ

な らない。 そのため には,諸 課題 に対す る対症療法

的な対応 ではな く,そ れ らの原因 を探 り,根 本的に

解決 してい くこ とが必要に なる。

このよ うな視点 でみ る と,情 報 インフ ラ整備の前

に立 ちはだか っている諸課題の多 くは,現 在 日本社
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会が抱 えているさまざまな困難 な問題 と同根 である。

つ ま り一言で い うと,戦 後50年 が経 ち,そ の問われ

われが作 り上げて きた 日本社会 の システム全体 の疲

労 であ るとい うこ とが で きよ う。 それは,経 済的 な

側面,法 的 な側面,社 会生活 の側面 など,す べての

面にみ られ る。

今 日,政 府 を中心 に積極 的に進め られ ている新社

会資本整備や 規制緩和は,こ うした疲労 に対す る対

策 とみ なす こ ともで きよう。 ちなみに,2004年 まで

に合計630兆 円の公共投資が見込 まれてい るが,情 報

化投 資はその1つ の柱 となってい る。 さらに95年 か

らは行政 の情報化や規制緩和推進 などの5ヵ 年 計画

もスター トす る。 こ うした意味 にお いて も,90年 代

の残 された5年 間は,情 報 インフラを整備 す るかつ

てない好機 とみ ることがで きよう。逆 に,こ の機 を

逃す と,世 界の情報 インフ ラ潮 流に大 き く乗 り遅 れ

ることになろ う。

各論:デ ー タ を中心 と したポ イ ン ト

以下,各 論か らJIPDECオ リジナルデー タを中心

に ポイン トを紹介 します。

▽JIPDEC産 業情報化 推進 セン ター(CII)と ㈲ 日本

マ イクロ写真協会 は,民 間企業 における取引記録

と帳簿保存の実態 を調査 した。回答のあった231社

で,帳 簿 ・伝票類の保存の ためのスペー スは1社

あた り平均274m・ であ り,こ れ を上場企業2,138社

すべてに換算す ると合計約58万6,000m2使 用 してい

るもの と試算 され,東 京 ドー ム13個 分 の面積 に相

当す る。業種 別でみ ると,証 券,保 険,リ ース ・

クレジッ ト業界 で1社 平均1,300㎡,デ パー ト・ス

ーパー等 の小売業 では平均424mXと なっている(表

2)。

表一2業 種別平均保存スペース

(1社 当 たり)

製造業1

製造業2

製造業3

流通業1

流通業2

金融業

サー ビス

平均

0

(注)製 造業1
製造業2
製造業3
流通業1
流通業2
金融業
サービス

2ee 400 1,200

水産 ・農林 ・鉱業 ・建設 ・食品 ・繊維

化学 ・薬品 ・石油 ・ゴム ・ガラス ・鉄鋼 ・非鉄金口

機械 ・電気 ・造船 ・自動車 ・印刷 ・精密機器 ・その他製造

デパー ト・スーパー ・その他小売

総合商社 ・専門商社 ・その他流通

証券 ・保険 ・リース ・クレジット・その他金融

不動産 ・陸海空輸 ・倉庫 ・その他サービス

エパ 　　

(㎡)

〈資料〉産業情報化推進センター'rEDI法 的問題簡査研究報告書」(1gga年SE)
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▽JIPDECの 「コンピュー タ利用状況調査」では,

オー プンシステム化 とダウンサ イジングに よる効

果 を調査 した。 これに よれば,情 報化 経費面 では

ハー ドウェア運用経費のみ若干の効果が認め ら仏

ソフ トウェア運用経費,要 員 人件 費ではあ まり効

果は上が ってい ない。情報 システム部 門では,シ

ステム開発 ・メンテナ ンス業務 につ いてはあ まり

変化がみ られ ない ものの,情 報処理の運用関係 に

つ いては若干の効 果がみ られる。 また,エ ン ドユ

ーザー部 門では
,エ ン ドユーザー コンピュー ティ

ングや分散 コンピュー ティングの浸透 において効

果 を上げてい るものの組織改革についてはむ しろ

マ イナ ス面が 多 くなっている(表3)。

表一3オ ープニングシステム化,ダ ウンサイジングによる効果の レベル

エ
ン
ド

ユ
ー
ザ
部

門

組織改革
(部課の改変,統廃合等)

手続等o見eL・簡易傾
＼

分 散 コンピューティングの浸 透

工湘 一ザコンピェーティング0浸 透

∧-Fウェア運 用経費¢削減

1:81

ソ升6エア運用経費の削減

員人件費0削減

情
報
化
経
費

1'.93＼
＼ ＼之貯ム開発

,メ万ナンス0能率0向 上

2.44

情 報 処理O運 用,乃 けウト作成0迅 速化

総合評価(1.94)
Nva286

内 ぱ 躍 轟 変麹
・りつつある,驚 鑑 購 撫 果が現拠 、る〕

▽JIPDECが 首都 圏の 中小企業50社 に対 して行 った

「中小企 業の情報化 に関す る実態調査 」に よれば,

情報化 に対 す る満 足度 につ いて,回 答企業 の6割

以上にあた る30社 が 「満 足 している」 との回答 を

寄せ た。満 足す る内容 につ いて上位 を占めたのは,

「事務 の迅速化 ・効率化 」(29社),「 省力化 ・人員

削減」(11社),「 取 引関係 の緊密化 ・シェアの拡大」

(10社)で あっ・た。 その一方 で,「 あ ま り満 足 して

いない」(12社),ま たは「満足 していない」(2社)

と回答 した企業 の合計 も14社 と決 して少 ない とは

いえず,情 報化 に対す る満足度は企業に よってか

な り感 じ方 に差がみ られ る(表4)。

表一4情 報化に満足している内容(複 数回答66件)

事務の迅速 ・効率化

省力化 ・人員削減化

取引関係の緊密化 ・
シェア拡大

経費 ・生産コスト・
人件費の削減

工程管理の合理化 ・
高精度化

外部情報の活用

}
、

ll社ll・ ・%

15.2%画
・社 い・1%

・坤 …

コ1・
L5%

陣 ・　
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▽JIPDECが 行 った「行政情報 に関す る利用者ニー

ズ調査」では,今 後,行 政情報 の電子的利用が充

実 して くるこ とを前提 として利用 の意 向を調査 し

た。 これによれば,紙 媒体 か ら移行 して電 子媒体

による利用 を優 先す るとした積極的 な層が28.8%,

電子媒体 と紙 媒体 の両 方 を用 い る とす る回答 が

21.5%で,合 わせ て50.3%と 半数 を占め た。また,

必要に応 じて使 い分 けるとする回答が最 も多 く34.6

%で,こ れ も電子媒体 の利用意向が あ ると認め ら

れ るので,以 上の合計84.9%が 電子化 ニー ズあ り

と見な される(表5)。

表一5行 政情報の電子的利用の意向

必然性なし0.9%

饗
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システム監査実態調査

情報セキュリテ ィ対策室

当協会 では,わ が国の情報 システムに関す るセキ

ュ リテ ィお よびシステム監査 の状 況 を把握す るため,

隔年 でアンケー ト調査 を実施 して います。

94年 は,シ ステム監査 に関す る実態調査 を実施 し

ました。 ここでは,そ の調査 の概要 をご報告 いた し

ますが,本 実態調査 の詳細につ いては,本 年発行予

定の 『システム監査 白書95-96年 版』 をご参照 くだ

さい。

1.調 査の概要

1.1鯛 査 目的

本調査は,監 査部門(監 査の実施主体)と 監査を

受ける被監査部門(情 報 システム部門)の 双方に対

してアンケー ト調査 を行い,わ が国におけるシステ

ム監査の普及状況等の実態 と実施上の問題点等を把

握するとともに,今 後のシステム監査の普及促進に

役立てることを目的 として実施 したものである。

1.2鯛 査対象 と鯛査期間

本調査 は,当 協会が毎年実施 している 「コンピュ

ー タ利用状況調査」の母 集団4
,725事 業体 を対象 とし

て,4年10月3日 に発 送 し94年11月30臼 を回収締切

として実施 した。

1.3回 収状況等

調査表は,4,725事 業体に対 して監査部門と被監査

部門それぞれに発送 した。各部門の回収件数 と回収

率および平均従業員数は以下の とお りである。

部 門 回収件数 回収率 平均従業員数

監査 部 門 640 13.5% 2,923人

被監査部門 1,051 22.2% 2,428人

1.4調 査項 目

調査項 目は,毎 回の調査に設定 しているシステム

監査の普及状況等の実態を把握す るための項目と,

今回特に設定 した情報環境の変化,情 報化人材育成

への対応状況を調査する項 目で構成 している。

2.シ ステム監査の実態

システム監査 の実態 につ いて,調 査結果か らシス

テム監査実施状況,実 施体制,監 査 の対象等の一般

的な事項 につ いては,以 下の ような状況 であ った。

2.1実 施状況

システム監査 の実施 につ いては,「過去 に システム

監査 を実施 したこ とが ある」 との回答は,監 査部門

では28.1%,被 監査部 門では24.9%と なっているが,

90年 と92年 の調査結果(監 査部 門は24.3%,28.1%,

被監査部 門は22.2%,24.5%)と 比較 して も,両 部

門 ともほぼ変化が なか った。

「過去に システム監査 を実施 したことがあ る」状

況 を業種別 にみ ると,監 査部門では,金 融業(58.9

%),電 気機械器具製造業(40.0%),情 報 処理サー

ビス業 ・ソフ トウェア業(32.8%),化 学工業(30 .0

%)の 順 に実施率 が高 くなっている。

また,過 去に システム監査 の実施経験 が ある事業

体 の93年 度の実 施状況 については,監 査部 門では70.6

%,被 監査部 門では65.6%と 高 い実施状 況であ る。

2.2シ ステム監査体制

システム監査 の実施 には,シ ステム監査 に関す る

内部規定 を定め ている必要があ るが,監 査部 門では

社 内規定 に盛 り込 まれてい る場合 も含めて52.2%が

整備 して いる。 これは92年 調査 の51.6%と ほぼ同様

の値 となってい る。業種別 では,金 融業の73 .6%,

情報処理 サー ビス業 ・ソフ、トウェア業の45.5%が 高

率 であ る。被 監査部 門では,47.7%と なっている。
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システム監査 を実施す る体制 として,シ ステム監

査部門 を含んだ内部 監査部 門 を企業 内に設置 してい

るのは監査部門の回答で57.8%で あ り,過 去の調査

(88年51.5%,90年55.1%,92年56.3%)に 比べ年 々

体 制の整備 が進 んでい るのが見受け られ る。それ ら

の部 門の内部 監査 人の平均 人数 は9.8人 であ り,前3

回の調査 で7人 台であ ったのに比較 して増加 してい

る。ただ し,内 部監査 部門に 「システム監査 人 を置

いてい る」のは14.2%で あ り十分 とは言 えない状 況

であるが,石 油製品製造業(60.0%),電 力 ・ガ ス事

業(44.4%),損 害保 険業(42.9%),金 融業(35.6

%),情 報処理サー ビス業 ・ソフ トウェア業(23.9%)

は比較的高率 である。

システム監査実施体制 につ いて監査部門では65.6

%が 問題が あると指摘 しているが,中 で も 「システ

ム監査 人の不足」が55.9%と 高い。調査 では,平 均

で5.8人 程度必要 との結果が出てい る。

2.3シ ステム監査 の対象 と着眼点

監査部 門が93年 度に実施 したシステム監査 は,「企

画段 階」が30.7%,「 開発段 階」 が52.8%,「 運用段

階」が92.9%と なってお り,運 用段 階の システム監

査 の実施の割合 が高 くなっている(多 重 回答)。 被 監

査部 門か らの 回答では,「 企画段 階」が32.6%,「 開

発段 階」が53.5%,「 運用段階」が91.9%と なってお

り,監 査部 門の回答 と同様 の傾 向である。

一方
,シ ステム監査 を行 う場合 の着 眼点は,監 査

部門,被 監査部 門 とも企画,開 発お よび運 用の各段

階 を通 して信頼性,安 全性 を重視 している。 これ以

外 では監査部 門は準拠性 を,被 監査部 門は採算性 を

重視 すべ きと考 えている。

3.シ ステム監 査の効果 ・あ り方

システム監査 を実施することによる効果 とシステ

ム監査実施上のポイン トおよび情報システムに関す

る評価については,以 下のような結果であった。

3.1シ ステム監査の効果

監査部 門,被 監査部 門は ともに「適 時性」(監 査 部

門47.2%,被 監査部 門52.8%),「 採算性」(監 査部門

22.8%,被 監査部 門27.4%),「 生産性」(監査部 門22.0

%,被 監査部門15.0%)の 面で効果が あった と指摘

してい る。

監査部 門は,シ ステム監査の充実に よ り最 も効果

が上が る分 野 として 「ヒューマ ンエ ラー防止対策」

(40.9%),「 事故対策」(32.3%),「 コンピュー タ犯

罪防止対策」(16.5%)を 上げてい る。被監査部門で

は,ほ ぼ半数 の企業 で「ヒューマ ンエ ラー 防止対策」

(45.6%)を 上げてお り,続 いて 「事故対策」(26.4

%),「 コンピュー タ犯 罪防止対策」(17.4%)と な っ

てお り,ヒ ューマ ンエ ラー防止対策 を中心 にシステ

ム監査 が実施 され ている とい えるようである。

一方
,シ ステム監査 を受けて どの ような効果が あ

った と思 うか とい う設問に対 して,被 監査 部門では

69.8%が 「効果が あった と思 う」 とシステム監査 の

効果 を認識 している。効果 の内容 につ いては,「担当

者が リス クを考慮 しなが ら業務 を実行 す るようにな

った」(27.5%),「 システムの信頼性向上対策 の レベ

ルが明 らかに なった」(22.5%),「 リス ク対策 をどこ

まで考慮すれ ばよいかが明 らかになった」(21.7%)

と指摘 す る回答が多い。

システム監査 を実施 した ことによ り,「セキュ リテ

ィ対策 の向上」(34.2%),「 規則 ・手続 き等の遵守」

(29.2%)が 主な改善点 としてあげ られてい るが,

ドキュメン ト類の整備や情報保護 対策 も改善が見 ら

れた としている。

3.2シ ステム監査のポイ ン ト

コンピュー タ犯 罪,ヒ ューマンエラーお よび事故

の防止 を 目的に システム監査 を行 う場合,被 監査部

門は以下 のよ うなポイン トを重要視すべ きと考 えて

いる。

コンピュー タ犯罪の防止な らびに早期発 見の観点

か らは,最 も重要 なポイン トは「情報保管」(35.1%)

としてお り,続 いて「通信 回線」(14.3%),「 入退室

(館)管 理」(11.2%),「 デー タの入力 プロセス」(11.1

%)と なって いる。

ヒューマ ンエ ラーの防止 ならびに早期発 見の観点

か ら最 も重視 している点 としては,「オペ レー ション」

が28.8%と 最 も多 く,「デー タの入力 プロセ ス」(20.3

%),「 プ ログラム変更」(15.3%),「 システム開発」

(11.8%)が 続いている(図3-32)。

事故 の防止 ならびに早期発見の観 点か ら最 も重視

一一16-一

●



」夏P肋EC」 脇EPO廊T

して い る点 として は,「 ハ ー ドウ ェ ア」(21.8%),「 情

報保 管 」(16.1%),「 電 源 設備 」(14.1%)を 指 摘 す

る回 答 が 多 くな って い ます 。

3.3情 報 システムの評価

監査部 門に対 して,自 社 の情報 システムの総合的

な評価 を確認 した ところ 「十分 満足」,「満足」 とい

う評価 が42.5%で あった。90年 調査 の35.3%,92年

調査の40.4%か ら着実に増加 して いる。また,「大い

に不満」,「多少不満」 とい う回答は24.4%と な って

お り,90年 調査 の31.0%,92年 調査 の28.4%に 比べ

減少傾 向 を続けてい る。 この結果か らも,シ ステム

監査の効 果 を読み取 ることが で きる。

次に,情 報 システムの信頼性,安 全性,効 率性 の

視 点か らみた評価 は,下 図の とお り信頼性 に関 して

満足度が高 くな っている。 しか しなが ら,情 報 シス

テムに対 しては,改 善 の余地があ ると感 じてお り,

「信頼性」,「安全性」ともに84.3%,「 効率 性」92.1

%と 高い割合 になって いる。

システム監査のポイン ト

事故防止

ヒ」'?'A,一 防 止

⊃ ンピ轟一 夕犯罪防止
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1.情 報環境の変化

情報技術 の進展 によ り,情 報環境が変化 しつつ あ

ると言われ ているが,本 調査 の結果か ら,処 理形態

の変化 とユーザ部 門独 自の コンピュー タ利用(EUC)

お よびダウンサ イジングの進展 につ いて見 てみ る。

4.1ユ ーザ部門独 自の コンピュータ利用(EUC)

先 ず,被 監査部 門へ の調査か らみ る と,基 幹 シス

テムの処理形態は,「集 中型 シ之 テム」が59.5%,「 集

中 ・分散型 システム」が32.2%,「 分散 型システム」

が4.2%と,現 状 では依 然 として6割 は集 中型 システ

ム とな ってい る。

一方
,監 査部 門はユー ザ部 門独 自の情報活用 を活

発化 す るのに理想 的な処理形態 として,「 集中・分散

型 システム」(42.8%)を 最 も多 くあげてお り,続 い

て 「クライアン トサーバ型」が36.7%と なってお り,
シ

現状で最 も多い処理形態である・「集中型システム」
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を指摘す る回答は少 ない。

EUCの 進展状 況については,被 監査 部門の回答に

よると,「 進 んでいる」(28.4%),「 進ん でいない」

(31.4%),「 どち らともいえない」(36.9%)と なっ

てお り,世 の中でいわれてい るほ どEUCが 進んでい

る状況 ではない。一方,監 査部 門か らの回答 では,

EUCの 進展 を実感 した ことが 「ある」とい う回答が

68.0%を 占め てお り,被 監査部門 との間の意識の差

は大 きい。

EUCが 進展す るこ とによるメリッ トにつ いては,

被監査部 門では,「 業務 に密着 した システム開発 ・利

用 がで きる」(71.6%),「 情報活用に対す る意識 が向

上 で きる」(64.5%),「 業務 改善への意欲 が向上 す る」

(48.0%)と い った指摘 が多い。 また,EUCが 進む

こ とに よ り監査部 門,被 監査部 門 ともに,3分 の2

が 問題が発生す ると思 うとい う回答 をよせ ている。

発生す る問題 としては,「セ キュ リテ ィが維持 で き

ない」(監査部 門68.2%,被 監査部 門26.5%),「 基幹

系 システム との統合が 図れ ない」(監 査部 門57.1%,

被監査部門28.3%),「 ユーザ部 門の教育体 制が追 い

つか ない」(監 査部 門41.2%,被 監査部 門24.1%)と

いった事項が 多い。

こうした状況 に対応 し,監 査 部門では システム監

査 を見直す 必要が 「ある」(45.0%)と 考 えてお り,

今後の対応の必要性 を指摘 してい る。

4.2ダ ウンサイジングの進展

システムのダウンサイジングの実施状況について,

被監査部門の回答では,「すでに実施済みである」は

17.0%と 以外 に少 ないが,「 検討 中である」が53.2%

あ り,ダ ウンサ イジングの必要性 がない とい う回答

は少ない。ダウンサ イジングす る理由 としては,「ユ

ーザニー ズへ の対応」(69 .2%),「 コス ト削減」(49.5

%),「 情報 システム部 門の負荷軽減」(37.0%)を 指

摘 して いる。

監査部 門には ダウンサ イジングの今後 の動向 につ

いて調査 したが,そ れ による と今 後 「普 及す る」が

70.3%を 占め てお り,「普及 しない」とい う回答 はO.8

%と 低 い。ダウ ンサ イ ジングが普及す る理由 として

は,「 ユーザニー ズへ の対応 を図 るため」が78.2%と

最 も多 く,「コス トの削減が経営上の課題 とな るか ら」

が56.7%で 続 いている。

ダ ウンサイジングの効果 につ いては,ダ ウンサ イ

ジングを実施 した被監査部 門の63.7%が 「効果が あ

った」 としてお り,「効 果がなかった」 は1.1%と 少

ない。 ただ し,「 どちらともい えない」が4分 の1あ

り,必 ず しもプ ラスの面 だけで な くい ことが うかが

える(図 参照)。

ダウンサ イジングの進展 に対 して,監 査部 門では

48.4%が,被 監査 部門では60.6%が,今 後 「問題が

発生す る」と指摘 してい る。その問題 は,監 査部 門,

被 監査部 門 ともに,「 セ キュ リテ ィが維持で きない」

(監査部門67.7%,被 監査部門55.3%),「 基幹系 シ

ステム との統合 が図れない」(監査部 門51.3%,被 監

査部 門44.5%),「 ユーザ部 門の教育体制が追 いつか

ない」(監 査部 門45.8%,被 監査部門48.8%)と いっ

た指摘 が多い。

ダウンサイジング実施状況および効果(被監査部門)(%)
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わが国の情報 ネ ッ トワー クサー ビス事業 の実態

は じめに

わが国の産業 界の情報化 の進展 には極め て著 しい

ものがあ り,ネ ッ トワー ク化の進展 はこれ までの各

企業 レベ ルにおける企業 内オンラインか ら企業間ネ

ッ トワー クへ と拡大 し,広 域的 な広が りを示 してい

ます。

このよ うな状況 を背景 として,ネ ッ トワー クを効

率的 に構築す るために情報 ネ ッ トワー クサー ビスの

利用は重要 な役割 を果 たす もの と期待 されています。

しか しなが ら,情 報ネ ッ トワー クサー ビス事業者

に とって は,最 近の情報 処理 のオー プンシステム化,

分散化,ダ ウンサイ ジング化 の傾 向に加 えて,衛 星

通信,移 動体通信,放 送/CATVな ど新 しいメデ ィ

アや フレーム リレーサー ビス,ATMと いった最新の

通信 テ クノロジー な どの大 きな影響 を受けて いる状

況 とな ってお り,そ れだけ に,産 業界におけ るネ ッ

トワー ク化 を進め る上 で,あ るいはユーザーのニー

ズに十分応 え るこ とのできるサー ビス提供 の観 点か

ら,情 報 ネ ッ トワー クサー ビス事業者 の健全 なあ り

方 につ いて様々 な角度か ら検討 し,そ の実態把握 の

必要性が指摘 されて います。

その ため,当 推進セ ンターでは,昭 和61年 度以来

継続 して,情 報ネ ッ トワー クサー ビスを提供 して い

る事業者のサー ビス 内容,事 業 の運営 内容 等 を中心

にその実態について調査 しています。平成6年 度 の

調査 結果が まとまりましたので以下にご紹介 します。

1.情 報ネ ッ トワー クサー ビス事業者の推移

本調査 も9回 目とな り今 回の調査 においては,調

査対象業者が1,752社(昨 年 比16.8%増)と なってい

る。 これ は,昨 年 と同様 ダイアルQ2に よる情報提

供業者 などが約250社 追加にな ったためであ り,一 般

企業 を対象ユーザー とす る情報 ネ ッ トワー クサー ビ

ス業者が大 幅に増加 した訳ではない。有効 回収数 は

301事 業者であ り,回収率 は17、2%と 例年 よ り4%減

少 してい る。 この中には特別第2種 事業者15社,一

産業情報化推進セ ンター

般 第2種 事 業者255社 が含 まれ,主 要業者は概 ねカバ

ー されてい る。 また有効 回収数の約60%の 事業者が

昨年 と同一事業者 だった。

年度別 事業者の変化表

61年 62年 63年 元 年 2年 3年 4年 5年 6年
}

調査対象数
F－ 一 ー 一'

有効回答数

316 655 807 861 1,004 1,020 1,108 1,500

⌒今一

1,752

126 203 217 246 m 281 蛎 322

一

301

回 収 率 44.1% 30.9% 鵠.9% 28.6% 27.6% 27.5% 27.5% 2L5% 1τ2%
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情報処理サービス ・ソフトウェア ・情報提供業(147社)

専業の第二種通as業 者(23ti)、
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2.情 報 ネ ッ トワークサ ー ビス事業の実施状況

実施企業79.3%,未 実施企業20.7%と な ってお り,

本調査 を開始 以来 は じめ て実施企業の割合が下 回っ

た。 また,昨 年度 は「近 くサー ビスを実施す る予定」

の会社 がゼロとな り,VAN事 業の新規開始意欲 がな

くなったかに見 えたが,再 び今年 度か ら一 昨年度以

前 と同 じ新規サー ビス開始予定会社 の比率 が5%前

後 まで持 ち直 して きた。 これ は,経 済全体 の動 きを

踏 まえ,新 規需要 に対応 したフレー ム リレー等の新

サー ビスを開始 しようとの意気込みが感 じられ る。

情報 ネ ッ トワー クサー ビス事業(基 本通信,高 度通

信,情 報処理)の 各サー ビス内容 の比率 に大 きな変

化 はない。

「サー ビスの主 たるマー ケッ ト」は,今 年度か ら

調査 を開始 した項 目である。高度通信(パ ソコン通

信)サ ー ビスでは,一 般家庭 ・エンター テイメン ト

向け の割合が,1割 程 度 と目立 ってい る。今後 とも

この ようなサー ビスが増加 す ると思われ るが,こ の

傾 向は,今 後 の継続調査 で明 らかにな ると思 われ る。

① サービス実施状況
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② サー ビスの主たるマーケッ ト(6年 度)

企業 ・業務

向け

一般家庭 ・

業務向け

一 般家庭 ・エン

歩一テ{ル}向 け

基本通信 78 5 6

高度通信 92 21 9

情報通信 134 10 0

全 体 185 27 14

% 81.9 ll.9 6.2

(回答89社)

(回答122社)

(回答144社)

(回答226社)

3.情 報ネ ッ トワー クサー ビス事業のね らい

事 業のね らいは,「将来性 を見込 んで」,「業務処理

の高度化 など」,「関連会社 のネ ッ トワー ク支援 」,「地

域 の情報化へ の貢献」の順 となっている。 ここ数年,

順位 の入れ替 えはあ るものの,こ の上位4つ が全体

の60%超 を占め る結果 となって いる。 また,下 位4

つにつ いて も,「法規制に抵触 す るため」,「会社の イ

メー ジア ップの ため」,「蓄積技術等 を活かす ため」,

「顧客か らの要請に よって」 などはほ とん ど順位 は

変わ らない。特 に,「 新 しいサー ビスの提供 」につ い

て は,年 々増加傾向 にあ り,新 規 に参入す る業者が

目立 ってい る。

将
来
性
見を
込
ん
で

新
し
のい
チビ

ャジ
ンネ
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蓄
積
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プの
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め}
ジ
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そ
の
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4年 度 39 17 15 35 認 1 9 47 19 3 0 5

5年 度 46 26 22 40 舵 2 6 50 25 4 0 5

6年度叢 43 ▲9 21 28 舗 0 6 38 別 4 1 6

4年% 17.6 7.7 6.8 15.8 14.4 0.5 4.1 2L2 &6 1.4 0.0 23

5年% 1?.8 10.1 &5 15.5 12.4 o.8 23 19.4 駄7 L6 0.0 23

6年% 1&9 &3 息2 1a3 15.8 0.0 a6 16.7 U.4 L8 o.4 26

平成4年 度(回 答 田2社)平 成5年 度(回 答258tt)平 成6年 度(回 答2出 社)
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4.情 報 ネッ トワー クサー ビスの利用者

サー ビス利用 に関 して特に 目立つのは,一 般 家庭,

個 人の登場 と伸 びである。これは昨年 も指摘 したが,

今年 もその傾 向は変わ らず,ま だ全体 に 占め る比率

は少 な くない ものの,将 来情報 ネ ッ トワー ク事業 に

おけ る対象マーケ ッ トとして非常 に重要 な もの とな

って くる と思 われ る。

基本サー ビスにおいて さえ も4.1%を 占め,高 度

通信サー ビスで21%,情 報処理サー ビスで7.8%を 占

めて いる。高度通信 において,音 声応答サー ビスで

は約 半分 が,ま た,デ ー タベー スサー ビスでは20%

近 くが,一 般 家庭,個 人向けで ある。

一 方
,特 定業 界向けサー ビスの比率 が減 少 してい

る。 これは,サ ー ビスのユニバーサル化,汎 用化 な

どの進展 と共 に,特 定業界のみ を対 象に したサー ビ

ス メニュー を提供 しな くとも汎用 メニュー でカバー

で きるよ うになったため ではないだろ うか。

④ 年度別サービス利用者の推移

(基本通信サービス)

61年 62年 63年 元年 2年 3年 4年 5年 6年

①企業グループ内 32LO 4&8 41.0 305 41.0 50.7 3駄9 40.1 4τ2

②特定業界 28.7 20.7 20.5 135 1τ8 1α5 21.6 17.8 14.4

③一般企業 一 一 一 25LO 別.9 33」6 358 3敬4 34.3

④一般家庭 ・個人 一 一 一 1.0 1.1 1.5 軌9 29 4.1

⑤その他 鵠.3 30.5 31L5 24.0 ほ2 &7 L8 ag α0

(高度通信サービス)

61年 62年 63年 元年 2年 3年 4年 5年 6年

①企業グループ内 39.1 51.3 29.8 22.4 18.5 25.0 27.5 23.7 25.7

②特定業界 13.2 10.7 20.1 21.2 20.2 M.4 16.0 14.0 14.6

③一般企業 一 一 一 一 2Ll 38.6 36.2 38.1 33L3

④一般家庭 ・個人 一 一 一 一 12.4 16.1 18.1 20.8 21.0

⑤その他 47.7 38.0 50.1 56.4 27.8 59 21 3.4 5.4

(情報処理サービス)

61年 62年 63年 元年 2年 3年 4年 5年 6年

①企業グループ内 37.7 32.0 32.3 25.8 2a7 2L2 3a8 33.2 32.8

②特定業界 25.了 28.7 27.6 25.4 3L2 32.4 23.6 2Ll 20.3

③一般企案 一 一 一 4.7 12.7 40.9 33.8 36.2 37.8

④一般家庭 ・個人 一 一 一 0.3 03 28 62 7.6 7.8

⑤その他 36.6 39.3 40.1 438 321 28 25 20 1.2

5.情 報 ネ ッ トワークサー ビス事業 の採算性

年度別事業の採算性 の推移 で見ての とお り,「採算

が取れてい る」が着実 に増 えてお り,今 回30%を 超

えたこ とは特筆 で きる。 「将来 は採算が取れそ う」を

加 える と40%を 超 え るようになった。また,「関連事

業 として採 算性 を考 えている」 は,7年 間で徐々に

減 って32.4%ま でになった。

年度別事業の採算性の推移

一 9一
61年 62年 63年 元年 2年 3年 4年 5年 6年

①撮算がとれている 0 12.8 14.6 la3 ⑰.0 23.8 22.9 26.9 30.6

②将来は採算がとれそう 0 30.5 18.9 23.5 24.1 17.6 16.6 U6
-

332

15」
一`.-

32.4③関連事彙として将来性 0 43.3 48.8 48.8 44.2 飢2 38.6

④将来は採算性を度外視 0 61 &5 6.0 5.8 15.7 12.6 16.2 12.3

⑤将来も採算がとれそうもない 0 5.5 6.1 6.0 6.3 53 6.7 6.7 6.8

⑥その他 0 L8 3.5
、2.4
2.6 L4 2.7 2.7 27

(等1
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6.情 報ネ ッ トワークサー ビス事業の売上高

平成4年 度,平 成5年 度 ともに推定売上高平均 と

実績売上高平均 が乖離 してお り,か つ平成4年 度は

推定 に対 し実績減少,平 成5年 度 は推定 に対 して実

績増 加 とな った。平 成6年 度 の推 定 売上 高 平 均

(370,255万 円)に 対 し実績が どうなるかが注 目され

るところではあ るが,平 成4年 度 を底 に回復 基調に

あ るとい う事 は言 える。

事業の推定/実 績売上高推移

売

上

高

(
万
円

)

s,≡ 一 層層「P「 「.

一''"。 ＼.パ 。'

＼一 ㍉。〆'

``111

23456

年 年 年 年 年度 度
度 度 度

濃』践満 濃え1渠平均 濃4霊 鴨
ゆ 　 ガのガぽ　 ガの エ 　るカリ
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性 に問題が あると考 えられてい るこ とが わか る。

ー

そ
の
他

7

6

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
遵

用
・

管
理
サ
ー
ビ
ス

一

一

国

際
V
A

N
サ
ー
ビ
ス

一

一

企
業
間
情
報
処
理
サ
ー
ビ
ス

37

31

R

C
S

お

加

情
報
提
供
サ

ー
ビ
ス

40

魏

音
声
応
答
サ

ー
ビ
ス

13

8

ビ
デ
オ
テ
ッ

ク
ス

8

6

ト
ラ
ン
ザ

ク
シ
'
ン

中
継
・

接
続

16

10

フ
ァ

イ
ル

中
継
・

接
続
(

蓄
積
転
送
)

19

13

フ
ァ

ク
シ

ミ
リ
メ

ー
ル

18

13

音
声
メ
ー
ル

7

6

パ

ソ
コ
ン
通

信

21

12

フ

レ

ー

ム

リ

レ

ー

18

8

回
線

交
換
サ

ー
ビ
ス

9

7

バ

ケ

ッ
ト

交
換
サ
ー
ビ

ス

10

14

専
用
線
サ

ー
ビ
ス

15

14

拠
サ
ロにの約定ス点予ピ爪供一

れ
れ
塀とわの思白算と↑探るる

5e

"

3e

t■

`■

そ
の
他

ネ

∀
ト
ワ
ー
ク
運
用

・
管
理

国
際
V
^
N
サ
|
ビ

ス

企
業
間
情
報
処
理
サ
ー
ビ

ス

R
C
S

情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス

音
声
応
答
サ
t
ピ
ス

ビ
デ
ォ
テ

ッ
ク
ス

ト
ラ
ン
ザ
ク
シ
■
ン
中
継

・
接
続

フ
ァ
イ
ル
中
継

・
接
続

(蓄
積
転
送
)

フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
メ
ー
ル

音
声
メ
ー
ル

パ

ソ
コ
ン
逓
信

フ
レ
ー
ム
リ
レ
ー

回
線
交
換
サ
ー
ビ
ス

パ
ケ
ワ
ト
交
換
サ
ー
ビ
ス

専
用
パ
ケ

ッ
ト

4旦歴:
患われ る,㊨ピX

7.情 報ネ ッFワ ー クサー ビス事 業の展開 と採算性

今年度は質 問形式 を変更 したため,結 果に大 きな

差が出ている。今年度 は事業 者の提供サー ビスの同

一 の表中に重点サー ビス,採 算の取 れ るサー ビス と

してマー キングす る方法に変 えた。 このため,昨 年

まで と比較 し,301社 の提供サー一・一ビス との相 関 を考慮

したためか無回答の数(重 点提供サー ビスで取 れ る

サー ビスで176社,採 算の取 れるサー ビスで209社)

が,大 幅に増 えた。その結果回答数が大 きく異 なっ

ている。 ただ し,逆 に本年度の結果が よ りサー ビス

提供 としては,重 点,採 算 ともに現状に近 い とも考

えられ る。

この結果,国 際VANサ ー ビス,ネ ッ トワー ク運

用 ・管理サー ビス を重点的提供,採 算の取 れ るサー

ビス と考 える事業者は無 くな り,情 継,企 業間

情報蝿RCSが 重点サーlfス穣 燃 ・撃 の 、

取れるサービスの上位3位 となつた。溶 ソ夢 ㍗導侮、

サービスは,重 点提供サービスでは4=粒ゼ統 捧算㌧'

8.EDIサ ー ビスの実施状況

平成3年 か らの「実施 中」,「実施予定(時 期決定)」,

「実施予定(時 期未定)」 の3つ の合計 は,30.3%,

38.7%,35.1%,35.8%と なってお り,ま た,「 サー

ビス提供の予定な し」,も しくは,「 わか らない」 の

合計 は,69.7%,61.3%,64.9%,64.2%と な って

い る。 これか ら見 る限 り多少 の変化 はあるものの,

業者の うち1/3の 業者 はEDIサ ー ビスを提供す る

が,約2/3の 業者は,EDIサ ー ビス を提供す るつ

もりが ないか,EDIサ ー ビスに はあま り関係 のない

業務内容 であ るもの と推察 され る。

EDIに おいてサポー トしているデー タ交換 ・フォ

ーマ ッ 〉につ いては,JCAが まだ比率 は高 いものの

一貫 して減 少しているのに対 し,今 回は全銀手順が

鼻輪L1撫 を上回った。

＼・また奮平成3年 の7.6%か ら昨年の22.2%ま で伸 び

てき拒 《i海藻 準健やや伸びが鈍った。
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①EDIサ ー ビスの実施状況

実施中 実施予定

(時期決定)

実施予定

(時期未定)

サー ビス提

供の予定な

し

サービス提

供について

分からない

4年 度 67 5 27 55 102

5年 度 64 3 29 78 99

6年 度 72 4 16 58 107

4年%口 26.2 2.0 10.5 21.5 39.8

5年% 23.4 1.1 10.6 28.6 36.3

6年%修 28.0 1.6 6.2 22.6 41.6

平成4年 度(回 答256社)平 成5年 度(回 答273社)平 成6年 度(回 答257社)

9.ISDNサ ー ビスの影響 ・利用

この項 目は,今 年度,質 問項 目,範 囲を拡大 した。

INSネ ッ ト64,INSネ ッ ト1500と もに,利 用 して

いるとす る回答 が増大 している。昨年 は導入済で,

一時 足踏 み状 態の傾 向が 見 られ たが
,INSネ ッ ト

1500(回 線交換)の よ うに,ほ ぼ倍 増 してい るのが

今年 の特徴 である。 これは,昨 年度 の全般 的な経 済

状態 では,設 備投資 を抑 え費用削減 が重要 テーマ だ

ったが,顧 客数の増大,高 速 サー ビスの要求か ら一

転,INSネ ッ トを利用 した合理的ネ ッ トワー ク構築 ・

拡大 を開始 したもの と考 え られ る。この傾 向は,B-

ISDNサ ー ビス利用予定数(13%)か ら もうかがわれ

る。

また,ISDNの 今後の利用用途 につ いては,LAN

間通信 を中心 とした事業者用 ネッ トワー ク向けサー

ビス(基 幹 回線,バ ックア ップ)と マルチ メディア

通信 を中心 とした画像 向けサー ビスの利金,ス ピー

ドの利用 ニー ズが高 いこ とが集計デー タ上 で も確認

で きた。ただ し,ISDNサ ー ビスの料金,ス ピー ドに

つ いては,妥 当,不 満が相 半ば している点 もうかが

える。

10.今 後の市場展望

(1)今 後の市場の伸びについては98%が 拡大または

横ばいとみているが,個 別意見 としてはそのため

の環境整備 ・規制緩和の必要性をあげ,さ らに現

状の業界の冷え込みの状況からしてビジネス拡大

の難 しさを指摘 している。

(2)こ の ような市場環境に対す る認識の もとで,約

7割 の事業者が,競 合他社 との競合 は可能で ある

とし,さ らに全体 の2/3は,現 状のサー ビスま

たは ビジネス内容の改変 をす るこ とに よ り競合他

社 に対 して優位 に立て る,と 強気の見通 しを持 っ

ている。

一方では25%の 事業者が
,競 争は困難 または優

位 に立つ ことはで きないだろう と答えてお り,こ

の市場 での ビジネスの難 しさも示 している と言 え

る。

(3)新 しいサー ビス として,質 問の中にい くつかの

サー ビスを例示 したが,デ ス ク トップサー ビス を

除 くその他のサー ビスにつ いては,実 施 したい と

す る回答が いずれ も25～35%で あることは興味深

い ところであ る。応用 ビジネ スについて も同様の

傾 向があ り,例 示 した各種予約サー ビス,通 信販

売 な ど従来 か ら考 えられていたサー ビスに加えて,

通信型 カラオケ,各 種 エ ンターテイ メン ト等新 し

いサー ビスにつ いて も,有 望 とす る意見がか な り

あるこ とは注 目すべ き点であ る。

11.最 近の新 しい通信技術

今 回初 めての質 問であ るが,今 後の対応 として,

最近 話題 の 「マルチ メデ ィア情報通信,イ ンターネ

ッ ト」,「LAN間 通信」へ の関心の高 さが うかがえる。

ア ンケー トの方 では,今 後対応 していこう と思 う

技術 は,マ ルチ メデ ィア情報通信59.3%,イ ンター

ネ ッ ト53.9%,LAN間 通信52.9%の 順 にな ったが,

フ リーア ンサー の方 で もこれ らに対 す る取組 み姿勢

が強 く見 られ る。 ・

しか し,同 時 にそれ ぞれの新 しい技術 に対 して慎

重 な取組 み姿勢 も感 じられ る点があ り,業 者 の複雑

な心境が うかが える。

とは言 うものの,メ ー カー,第1種 業者,異 業種

か らの新規参入者 などの持 ち込む新 技術 に追随す る

だけ では,第2種 業者は単 な る商社的サー ビス仲介

業 ・卸売業に なって しまう恐 れ もあ り,独 自技術 に

よる付加価値 の創造 とい う点 で今後検討が必要 であ

る と思われる。
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① 今後の対応

6年度 %

B-ISDN㎜ 45 22.1

移動体通信 ■ 44 2L6

フ レー ム リ レー ■ 60 29.4

ATM 63 30.9

LAN間 通信 ■ 108 52.9

イ ン ターネ ッ ト 雛 1io 53.9

マ桁 ディア情報通信灘 121 59.3

その他 縄 3 L5

(回答204社)

12.情 報ネッ トワークサービス事業を進めていく上

での政策的 ・行政上の問題点及び要望

昨年 と比較し,さ らに多 く出されたのが,電 気通

信事業法関連の要望である。ただし,このうち,公 一

専一公等の接続は今年度か ら徐々に緩和 される見込

みである。また,現 行法規 と利用可能な技術のす り

合わせを行いネッ トワーク社会に適 した法制度の策

定にも要望が集中している。

通信料金の低額化や,1種 事業者に対する規制緩

和 とは逆の意味での行政指導を望む声が相変わらず

多くきかれる。
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(多(恥 夢⑭ 小学校 の頃,友 人が鉱石 ラジオを自作 し聞いてい

るの を見て,電 気 を使 わず音が出 るのに感動 したの

を覚 えてい る。私 も,鉱 石 をゲルマニュウム ・ダイ

オー ドに変 えてラジオを作 り,薬 の容器や マ ッチ箱,

また電気 スタン ドに入れ た りして,考 え られる入れ

物 にはほ とん ど組み込んで一人悦にいっていた。

中学 の頃は真空管式の無線機 を自作 し,海 外のハ

ム(ア マ チュア無線)の 受信や 友人 との交信 を楽 し

んだ。次 にはオーデ ィオに凝 り,部 品は秋葉原の ジ

ャン ク屋 で買 って きた 中古部 品 を使 い,ア ンプ を組

み立 て,ス ピー カーの コイル を巻 いて作 った り,ス

ー ピー カー ボックスは コンク リー トの箱や酒樽 に入

れ た りしてJAZZ音 楽 を楽 しんだ。

いずれ も,素 人のや ることなの で綺麗 な仕上 が り

には程遠 い ものではあ ったが,世 界 中に一つ しかな

い 自分 の手作 り作 品に満足 していた。電気回路 ・木

工 ・板金 ・塗装 等にさ まざまな失敗 を重ねなが らも

(実はほ とん ど失敗ばか りだ ったか もしれない),結

果 として,何 で も工作が 出来 る様 な気になっていた。

高校か らは,オ ー トバ イで原付50ccの 山口オー トペ

ッ トか ら始 ま り,次 第に範 囲 を広 げた。早 く走 るた

め にエンジンヘ ッ ドを削って圧 力比を高め る改造や,

ガ ソ リンタンクのデザイン塗装 を した り,愛 車 で埋

立地 でのモ トクロスの真似事 を した り,昭 和35年 当

時の有楽町 にあった首都高 での爆走 … と言 えば

格好が 良いのだが,エ ンジンが小 さいの でスピー ド

が出ず,風 の抵抗 を無 くす ため体 を水平に して走っ

た りした。大学2年 の時の メグロの500ccの 大 型にな

る まで,次 々 と変 わったバ イ クに乗 り,そ の数 も十

数 台に及 んだのではないだ ろ うか。

大学 の頃,TVの 修理 が出来 るよ うに な り,ア ルバ

イ トに中古 品のTVを 直 しては,大 学 の守衛 さん,

友人の知 り合 いの美人の美容 賦 飲 み屋のお兄 さん,
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近所 のおばさん … とあ らゆるつて を頼 って売 り

ま くった。実 は この時,家 庭教師 も3軒 掛け持 ちを

したこ ともあ り,私 の人生 で一番羽振 りの良か った

時 だったか も知れ ない。 この時の金 を元手に,く ろ

がね工業 の軽 自動車 を5万 円で買 い,調 子の悪 いエ

ンジンや 足回 りを直 しなが ら走 り回 り,次 はスバル

の コンバーチブルの軽 自動 車,日 産 のダ ッ トサ ン,

トヨタの コロナ,日 野のペ レッ ト,最 後はセ ドリッ

クにいた るまで,修 理 を して は乗 り,そ して売 り,

また買いの繰 り返 しで13台 程度 はポン コツ車専門 で

楽 しんだ。 この間,修 理 の技術 を習得す るため友 人

の家 の修理工場 でアルバ イ トをし,整 備士 の資格 を

取 って しまった。

社会 に出てか らは,半 導体 の時代 にな り真空管が

得意 だった私 は,無 線機 もステ レオ も手作 りを止め,

暫 くは仕事であ るコンピュー タの通信 システム開発

の仕事 に精 を出した(で も何分 の一かは趣味 として

楽 しんだ とい うこ とか もしれ ない)。 当時(昭 和42年

頃)は 通信 用の コン ピュー タはOSも 無 く,ア ッセン

プラーが あるだけで,納 入用のOSや デバ ッグツール

もすべ て手作 りで,MT,DISC,プ リンターの管理

ソフ トもすべ て 自分 で作 らなけ ればならなか った。

リアル タイム ・マルチタス クのプログラムで,通 信

処理 システム を作 り,各 種大 型 コンピュー タや端末

に合 わせ る開発は とて も大変な作業だったが,も と

もと好 きな手作 りの世 界だ ったか ら余 り苦痛は感 じ

ず,む しろ楽 しい ものであ った。

42才 で会社 を創立す るこ とにな り,今 までの コン

ピュー タまわ りの趣味 は経営者 としての仕事 に変 わ

った。す る とまた,自 然に別の手作 りの趣味が始 ま

り,釣 道具 の竿や魚籠作 り,皮 細エ ヘミサ嚇 め継

と方向が変わ っていった。 ∵・ レ パ"

その後,友人に誘われて再びか 鹸 イ繊 細

若い頃に夢に見たBMWで しかも,今度1繍鱒 で,:

中年 ライダー の気 のおけない仲間 と毎週 の ようにツ

ー リングに行 き,温 泉地 でのキャンプ と手作 り料理

に喜び を見いだ していた。

私 は以前か ら中国史に興 味 をもっていたが,最 近,

中国に行 った際 に,古 い書画 に押印 してあ る蒙刻(て

ん こ く)を 見て早速 これ をや ろ うと思いた った。い

ま彫刻刀 と印材の寿山石や青 田石 を買 い込んで古書

の纂刻文字や専 門書 を参照 しなが ら築刻 に挑戦 して

い る。他 人様 に作 品を差 し上げ たい と思って も,書

や 日本画に趣 味のあ る知 人が少 ないので,ま ことに

残念 である。

これか らや ってみ たい と思 っているのは 日本料 理

を本格 的に勉 強す るこ とで,折 りをみては包丁 を取

り揃 えてい る。 またアマ チュア無線 も別 の形で再 開

しようと準備 してい る。私 の趣味 は一貫 して手作 り

の楽 しさであ り,そ れには創造 と工夫 による自分 の

世 界 を持つ喜 びが あった。仕事 の面 で も,築 刻は我

が社 の筆文字POPシ ステムに,オ ー トバ イや 自動車

の メカ知 識はFAX,FA等 の機 構の理解 に役 立ち,

電気関係の知 識は通信やハー ド開発の打 ち合 わせや

提案 に も生か されてい るように思 う。 そ して,今 も

時間の許す 限 り秋葉原の ジャンク屋や,電 器専 門店

やパ ソコンショップの新商 品を覗 き歩いてい る。

これ らを,仕 事 であ るパ ソコンのマルチ メデ ィア

の応用や,セ ンサーや画像,通 信分野 で創造性のあ

るシステム商 品作 りに生かす為 に も,さ らなる手作

り趣味の分 野 を拡 げてい きたい。

趣味 と実益 をかねて,仕 事面 で も大 きな成果 を上

げたいのが私の念願 であ るが,な かなか思 い通 りに

いかないのが実状 である。 しか し,趣 味が 自由 な発

想の原点となり,実 益の面で も大いに役に立って・・

るの も事案だと自分なり}と納得 している。
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JIPDECだ より一
◎ ◎ 鱒 総 務 部 ⑳ ⑫ ⑪

1.理 事会の開催

(1)平 成6年 度第2回 理事会

平成7年3月16日 に平成6年 度第2回 理事会が開

催 され,平 成7年 度の事業計画ならびに収支予算

等の議案が承認されました。

(2)平 成7年 度第1回 理事会

平成7年6月15日 に平成7年 度第1回 理事会が開

催 され,平 成6年 度の事業報告書ならびに収支計

算書等の議案が承認されました。

2.当 協会会長の交替

影 山衛 司前会 長は平成7年3月31日 を もって退任 さ

れ,4月1日 に井川 博が会長に就任 しま した。

⑳⑧⑳ 開発研究室 ◎㊥㊧

エ ン ドユーザ向けアプ リケ ーシ ョン統合環境 の開発

研 究

コン ピュー タの ダウンサ イジン グ化や それ に伴 う

利用者層の拡大に よ り,エ ン ドユーザ コンピュー テ

ィングが進んでい ます。

これ とともに,エ ン ドユーザ向け として多種 多様

なアプ リケー シ ョン ソフ トウェアが商 品化 され て き

ていますが,一 方 でこれ らの ソフ トウェアを使 いこ

なす技術 としてアプ リケー ション統合環境が求め ら

れて います。

このアプ リケー ション統合環境は,様 々なアプ リ

ケー ション ソフ トウェア をあたか も一つの ソフ トウ

ェア として使 いこなす ことがで きる共通基盤 であ り,

ソフ トウェア間での操作上 の違 いの解消,デ ー タの

統合,制 御 の統合 を達成す る とともに,エ ン ドユー

ザ の業務手順 に従 って最適 なアプ リケー シ ョンソフ

トウェアを起動 した り,処 理 の実行状態 を監視 しな

が ら自律 的に手順 を制御す るメカニ ズム を提供 す る

ものであ ります。本事業 では,こ うしたアプ リケー

ション統合環境 の実現 を 目指 して,ソ フ トウェア構

成法やタスクモデルを中心に置いた統合等の開発研

究を行 うこととしています。

開発研究期間は2年 間とし,初 年度である本年度

は,ソ フ トウェア構成法やタスクモデルに関する基

礎的研究,プ ロ トタイプ開発実験の準備 を行います。

2年 目は,ア ーキテクチャや実現技術の研究ととも

にプロトタイプ開発による有効性の確認 を行いなが

ら,エ ン ドユーザの負荷 を軽減す る統合環境の具体

的な提案を行 う予定です。

●O情 報セキュリティ対策室 ●●

わが国 の情報化は,最 近 のダウンザ イジングや オ

ープ ン化 の傾 向が高 ま
ったこ とによ り,利 用環 境が

大 き く変 わ ろうとしてい ます。 その最 も大 きな変化

は,企 業 においてはLANに よって接 続 された高性能

なパ ソコンが末端の利用者に まで も普及 しは じめ ,

それ らの利用者の段 階で独 自に情報処理 を行 う,い

わゆ るエ ン ドユーザ コンピュー ティングが推進 され

るようになって きました。 また,一 般家庭 にお いて

も同様 にパ ソコンの利用が急速 に浸透 しつつあ りま

す。

これは,コ ンピュー タの管理 が専 門家の手 か らい

わゆ る素 人の手にまで広が ったことを意味 してお り,

これ まで も専 門家に管理 されていなが ら事故や不正

行為 等に弱い とその脆弱性 を指摘 され ていた情報 シ

ステムが,さ らにその傾 向 を強めてい くとい うマイ

ナ スの一面 を持 ってい ることを表 してい ます。

この ような状況 においては,情 報 システムに対す

るセ キュ リテ ィ対策 が従来 に も増 して重要視 されて

きてい ます。 また,情 報 システムのセ キュ リテ ィ対

策 を補完す る立場 にあるシステム監査につ いて も,

その重要性が認識 され なければ な りませ ん。

しか し,わ が国では,諸 外 国に比べ て情報 システ

ムのセ キュ リティ対策 については,依 然 として関心

が高い状況 とは言い難 く,ま た,シ ステム監査につ

いて もその普及率 は低 い状況 であ り,情 報化社 会の

健全 な進展には早急 な普及 と実施が望 まれ るところ
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です。

このよ うな観点か ら,情 報セ キュ リテ ィ対策 室で

は,情 報 システムのセ キュ リティ対策 とシステム監

査 に関 して,調 査研究,普 及啓蒙活動 を行 ってい ま

す。

1.セ キ ュリテ ィ対策 に関 す る調査研究

平成6年 度 はGII(世 界情 報 インフ ラ)の 構築や イ

ンター ネ ッ ト等,地 球規模 にネ ッ トワー クされた高

度情報 システム環境 におけるセキュ リティお よびプ

ライバ シー等に関す る諸問題 に対応す るための調査

研究 を行 いました。

具体的 には,個 人情報保護 のあ り方,現 行 の 「電

子計 算機 システム安全対策基準」お よび 「コンピュ

ー タウイルス対策基準」 の見直 し,暗 号化の促 進に

必要 な公開鍵 の登録機関 の必要性等 につ いて国際的

な整合性 を念頭において検討 を行 いま した。

平成7年 度 も引 き続 きセ キュ リテ ィお よびプライ

バ シー に関す る調査研 究 を行 ってい ます。

また,制 定か ら10年 を経過 した 「システム監査 基

準」につ いての内容見直 しも行 ってい ます。

2.ア ンケー ト調査

平成6年 度はわが国におけるシステム監査の現状

について,各 車業体の監査部門および情報 システム

部門を対象 としたアンケー ト調査 を実施し,シ ステ

ム監査の普及状況,実 施上の問題点等について調査

研究を行い,資 料 として取 りまとめました。

平成7年 度は,情 報セキュ リティの実態について

アンケー ト調査を行う予定で準備 を進めています。

3.シ ステム監査普及啓蒙活動

平成6年 度は通産省が平成3年 から実施 している

「システム監査企業台帳」の取 りまとめ,関 連資料

の作成等,シ ステム監査の普及啓蒙活動 を行いまし

た。

平成6年 度のシステム監査企業台帳への登録企業

は58社 と,前年度の47社 に比べ大幅に増加 しました。

この台帳は,各 登録企業のシステム監査内容 ・実績

等が掲載 されてお り,シ ステム監査を外部に委託 し

て行おうとする企業にとって参考 となる資料です。

この登録企業の一覧や,シ ステム監査 をわか りやす

く解説 した 「システム監査概要」 を作成 ・配布 し,

外部か らの問 い合 わせ に応 えて きました。 また,シ

ステム監査学会 の運営 に も協力 してい ます。

平成7年 度 は,シ ステム監査学会 との共編 で,「 シ

ステム監査 白書1995-96年 版」を発行 す る等,引 き続

きシステム監査 の普 及促進 および普及啓蒙活動 を行

います。

4.認 証実用化実験協議会

電子的に通信相手を認証するための技術課題およ

び制度面の問題について,企 業 レベルで調査研究を

行 う場 として 「認証実用化実験協議会」が発足され

ました。

当協議会では,認 証技術に関する相互運用性確保

のための調査研究,公 開鍵登録 システムに関す る技

術的 ・制度的検証等について調査 ・研究を行います。

鯵 ⑳ 鰺 調 査 部 ⑳ ◎ ◎

1.情 報化総合指標調査研究

今年度も引き続 き,従 来実施 していた通商産業省

の 「情報処理実態調査」を源データとする主指標に

代わる手法を検討す る予定にしています。昨年度は,

「情報化総合指標調査研究委員会」(委員長 廣松毅

東京大学先端科学技術センター教授)を 設置 して,

分か りやす く,説 得力ある生デー タの収集 と整備 を

中心に活動 してきました。整備の方針 としては,情

報化の局面(産 業,個 人,地 域,教 育など)お よび

情報化の手段(情 報機器,ネ ットワーク,コ ンテン

ツなど)等 の切 りロで行 っています。

この活動を今後 も継続する他に,今 年度は従来の

主指標のような中心的な指標を作成するというより

は,情 報化に係わる広範な分野の一次データを用途

に応 じて柔軟に組み合わせて,情 報化の進展度を多

面的にとらえるという手法を取 ります。

また,「ホワイ トカラーの生産性」を今年度の重要

なテーマとして,独 自調査 を行 うなど,よ り幅広い

情報化の動 きを把握することにしています。

2.情 報化 に関す る海 外向け広報

わが国の情報化 の実情 を海外に広報す るため,英

文誌fJIPDECixformatizationQuarterlyjを 年4
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回発行 し,海 外の政府機関,情 報処理関連企業,在

日外国大使館等に送付 しています。平成7年 度に取

り上げるテーマについては,現 在検討中です。

3.日 独情報技術 フォーラムの開催

平成7年 度 は平成8年 に ドイツで開かれ る第10回

フォー ラムの準備期 間にあた ります。6月27日 に第

1回 推進委員会 を開催 し,次 回フォー ラムの開催時

期,場 所,発 表テーマ な どを検討 します。

4.行 政情報 システムに関する鯛査研究

行政情報化を推進するにあたっては,行 政機関内

部の基盤整備 と併せて国民や民間企業への行政サー

ビスの視点に立った情報システムの活用を図ること

が課題 とされています。中でも,行 政機関およびそ

の関係団体が保有する公開可能な行政情報を電子的

形態で整備 して社会的活用 を図るためには,どこで,

どういう行政情報のサー ビスが望まれているか とい

ったニーズ面での実態を提供側,利 用側の双方にお

いて充分に把握 してお く必要があります。このため,

平成6年 度本調査研究においては,企 業,団 体,シ

ンクタンク,図書館,地 方公共団体のデータベース・

ユーザを対象に行政情報の利用実態と今後のニーズ

をアンケー ト方式で調査 しました。平成7年 度にお

いては,前 年度の情報内容を中心 とした調査結果を

踏まえて,電 子化 と流通形態についてより具体的な

利用者ニーズを把握することとして,引 き続 きアン

ケー ト調査を実施 します。また,並 行 して米国にお

ける日本の行政情報に対するニーズ調査を実施 しま

す。インターネッ ト等国際的な情報交流の手段が拡

大の一途をたどっている今 日,海 外からの情報入手

に見合 った日本情報の海外への発信は,国 際社会に

おける日本の責務であり,行 政情報に期待されると

ころが大 きいといえます。このため,最 も要望が強

く早急な対応を要する米国における日本情報の利用

実態を調査 し,提 供すべ き行政情報のプライオ リテ

ィ等を分析する必要があります。以上の調査結果を

取 りまとめ,わ が国行政情報の内外に向けた流通円

滑化の検討に資することとします。

5.情 報化白書1995年 版の編集 ・発行

「情報化 白書1995年 版」を5月 下旬に発行 しまし

た。今 回の総論 のテーマは,「情報 インフラ整備 の現

状 と課題」です。NII構 想,GII構 想 など,情 報 イン

フラ整備 を巡 る動 きは世界的 な潮流にな り,わ が国

において もその構築が急がれてい ます。総論 では,

こうした情報 インフラ整備 が注 目され ている背景 を

整理 し,各 国で展開 されている取 り組み を網 羅的 に

紹介す る とともに,わ が 国の情報 インフラ整備 に伴

う課題 と展望 を日米情報 インフラ比較 を交 えて解説

して います。

各論 では,行 政,研 究,医 療 ・福祉 など公的分 野

におけ る動 きや知的財産権 の動 きなど,最 近注 目さ

れつつ ある分 野について新 しく取 り上げてい るほか,

阪神 ・淡路大震 災関連 の話題 など最新 の動 向 も紹介

してい ます。

内容 については,当 協会情報化 白書担 当(TelO3-

3432-9382)ま でお問い合 わせ下 さい。

また,同 白書の英文版 「lnformatizationWhite

Paper1995」 の編集作業 も急 ピッチで進 めてお り,

7月 中旬 までには発行す る予定です。

なお,「 情報化 白書1996年 版」の編集 ・企画につい

ては,現 在検討 中です。

6.情 報化月間の実施

本年度の情報化月間は,メ インテーマ を 「新たな

情報化フロンティア」 とし,例 年通 り10月1日 から

31日 まで,全 国各地で様々な行事が開催 されます。

主な行事は,下 記のとお りです。

①情報化月間記念式典10月2日(月)

東京全 日空ホテル 「鳳の間」

②記念式典併設行事

100校 プロジェクトおよび記念講演

東京全 日空ホテル 「鳳の間」

③情報化促進貢献個人等の表彰

・個人(通 商産業大臣
,運 輸大臣,郵 政大臣,

総務庁長官の表彰)

・企業
,団 体,研 究グループ等(通 商産業大臣,

運輸大臣,郵 政大臣の表彰)

・優秀情報処理 システム(情 報化月間推進会議

議長の表彰)

④全国高校生 ・専門学校生プログラ ミングコンテ

ス ト

全国の高校生および専門学校生 を対象に実施 し

一29一

3

}



』L.

ます。

・応募締切8月16日(水)

・入選結果発表9月 中旬

入選 者には,情 報化 月間記念式典 で通商産 業大

臣か ら表彰 が行 われ ます。

⑤ その他情報化月間参加行事

政府機関,自 治体,関 連 団体 および企業等が

全 国的に情報化 に関す る展示会,講 演会,セ ミ

ナー,シ ンポジウム等 を開催 します。

また,情 報化 月間の広報活動 として,

・ポスター,PR誌 を作成 し,関 係先に配布

・雑誌への広告掲載

・その他マ スコ ミを通 じた広報

等 を行 います。

7.コ ン ピュー タ ・トップセ ミナ ーの開催

政府各省庁 の課長職以上 を対象に,情 報処理 に関

す る基礎知 識 を習得 し,情 報化への理解 と認識 をよ

り一 層深め ていただ くため,夏 と冬 の年2回,從 日

本電子工業振興協会 と共催 で標 記セ ミナー を開催 し

ます。

本年度第1回 セ ミナー は,平 成7年8月30日 ～9

月1日 の 日程 で行 う予定 です。

8.講 演 ・セ ミナ ーの開催

当協会の成果や 政府施策等か ら,多 くの方々が特

に高い関心 をお持 ちのテーマ を選 び,適 宜講演会 ・

セ ミナー を開催す る予定です。

現在 は,通 商産業省 によるコンピュー タウイルス

対策基準の改訂 に合 わせ,「コンピュー タウイルス対

策基準特別 講演会」開催 の準備 を進めて います。

詳細 につ いては,当 協会調査部 普 及振興課 までお問

い合 わせ ください。(TelO3-3432-9384)

コンピュー タウイル ス対策基準特別購演会

日 時 平成7年7月24H(月)～25日 ㈹

両 日とも10:00～16:10

場 所 銀座 ヤマハ ホー ル

参加費 一般25,000円 会員20,000円

(資料代,消 費税含 む)

紹介 ・解 説 を中心 とした広報誌「JIPDECジ ャーナル」

を編集 ・発行 し,会 員,政 府各省庁,関 係団体,公

立 図書館,大 学図書館 などへ配布 しています。

10.協 会成果物の配布 ・頒布

当協会 が実施 している各種 事業の成果 を取 りまと

めた報告 書や 資料,ま た新規の 出版物 を作 成 し,配

布 ・頒布 してい ます。

皆様への頒布 ・貸出が可能 な報告書の リス トが ご

ざい ますの で,ご 入用の方は当協会調査部普及振興

課 まで ご連絡 ください。(TelO3-3432-9384)

●eeAl・ ファジィ振興センクーeo

KB&KS'95

「第2回 大規模知 識ベースの構築 と共有 に関す る国

際会議」報告

1.は じめ に

今春,4月10日 か ら13日 の4日 間の 日程 で,オ ラ

ンダのTwente大 学 にお いて第2回 大規模知識ベー

スの構築 と共有 に関す る国際 会議(KB&KS'95)が

開催 され ました。 この国際会議 は,一 一昨年12月 に当

協会主催に より開催 したKB&KS'93に 続 くもので,

人工知能 と情報科学の研 究基盤 として不可欠 な大規

模知識ベー スの構築 と共有 について研 究成果の発表

と討論 を行 うことを 目的 に,同 大学 のN.Mars教 授

の呼びかけに よ り開かれた ものです。参加者 は,お

よそ40名 とか な り小 規模 な会議 とな りましたが,参

加者 の間で緊密 な意見の交換が行 われたこともあ り,

情報交換 の場 として有意義 な会議 にな りま した。 日

本か らは,当 協会 「平成6年 度大規模知識ベ ー ス調

査研究委員会 」委員 で もある横井(電 子技術総合研

究所),溝 口(大 阪大学),西 田(奈 良先端科学技術

大 学院大学)の3氏 のほか,冨 山(東 京大学),石 井

(東京大学),J.Vanwelkenhuysen(大 阪大学)の

各氏が出席 して,研 究発表 を行 いま した。

出席者の報告 に もとづ き,以 下 に会議 の概要 を報

告 します。

9.JIPDECジ ャーナルの発行

当協会では,協 会の活動状況や政府関連施策等の
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2.会 議概 要

会議は,ま ず研究論文の発表に先立ち,大 規模知

識ベース構築 の現状 報告 として,日 ・欧 ・米 をそれ

ぞれ代 表す る大規模知識ベー スの構築事例 に関す る

招待講 演が行 われ ま した。 日本か らは,横 井 氏が 日

本電子化辞書研究所 で推進 された「EDR電 子化辞書

プ ロジェク ト」について,欧 州 か らは,Dr.F.Rech-

enmann(INRIARhone-Alpes&IMAG-LIFIA
,

仏)がKB&KS'93で も報告 された 「分 子生物学 に関

す る知識ベー スの構築 のその後 の研究成果」 につ い

て,そ れぞれ講演 を行 い,ま た,米 国か らは,Dr.D.

B.Lenat(CYCorp)か ら常識ベ ースの構築 を目指 し

て1984年 か ら開始 し,昨 年一応 の終 了を見 た「Cycプ

ロジェク ト」の概要 説明 とその成果は1995年1月 に

設立 されたCYCorpを 通 じて世界 に配布(有 料)す

る体制 にあ るこ とが明 らかに され ました。

招待講演 に続 く研 究発 表では,オ ン トロジー ,知

識獲得,大 規模 アプ リケー シ ョン,大 規模 化への課

題,支 援 技術,知 識ベー ス とデー タベ ース,知 識共

有 と再利用,の7つ の分 野か らの発表 と討議が行 わ

れ ま した。

会議 を通 じて共通す る話題 は,オ ン トロジー ,知

識の獲得 と共有,デ ジタル ライブ ラ リに分類 で きま

す。以下 にこれ らに関す る会議 での議論(研 究動 向)

を紹介 します。

2.1オ ン トロジ ー

オ ン トロ ジー の定 義 と役 割 を明確 化 す る ため の 議

論 が,Dr.N.Guarino(NationalResearchCoun-

cil,イ タ リア),溝 口 教 授(大 阪大 学),Dr .J.Vanwel・

kenhuysen(大 阪 大 学)を 中心 に行 わ れ ま した。 この

中 で,Dr.Guarinoはontologicaltheory,conce・.

ptualizationを 中 心 に した整 理 を行 い,オ ン トロ ジー

工 学(枠 組 み)を 提 唱 し ま した。

溝 口教 授 は,タ ス クオ ン トロ ジー と ドメイ ン オ ン

トロ ジー の 観 点 か ら整理 を行 い,タ ス クオ ン トロ ジ

ー構 築 の 方 法 論 とそ れ に も とつ く構 築 経 験 の 報告 を

行 い ま した。

Dr.Vanwelkenhuysenは,知 識 の再 利 用 の ため の

枠 組 み と して,再 利 用 す る者 の 問題 解 決 の 観 点 と文

脈 を記 述 す る ワー クプ レイ ス とい う概 念 の 提案 を行

い ま した。

2.2知 識の共有技術

知識の共有の考 え方 は浸透 して きてお り,こ の会

議 でもさまざまな試みの実践に関す る報告が行 われ

ました。

Dr.WilliamMark(LockheedAICenter ,米 国)

は,同 セ ンターにおける知識共有の経験 に もとつ く

報告 と次の提案 を行 いま した。現在,使 用 されてい

る知識ベー スシステムは近似 に過 ぎず ,改 善 され発

展 してい くことにな るが,そ の過程 で知 識ベー スシ

ステム構築 者 と利用者の間 でオン トロジー に関す る

合 意 を維持 し続 ける必要があ る。す なわち,構 築者

と利用者の間 に"contractofexpectation"が 必要

であるこ とを指摘 して,そ のためのツール として,

用語 の相互 的な依 存関係 を保 存 し,修 正 を追跡す る

Comet,Cosmosの 紹介 を行 い ました。

西 田教 授 は,効 果的な知識共有には人間向 きの情

報表現 とコンピュー タ向 きの情報表現 を統合 した知

識 メディアの考 え方が必要であ るこ とを指摘 し,そ

のための試み につ いて報告 しました。人間向 きの情

報表現 とコンピュー タ向 きの情報表現の中間表現 と

して文脈 メデ ィア を提案 し,そ の利用方法 として,

文脈 メディアに もとつ くオン トロジーの構築の試み

につ いて報告 を行 いました。

Dr・M・Jones(EuropeanSpaceOperations

Center,ド イツ)は,ヨ ー ロッパ共 同体 におけ る宇

宙船 シ ミュ レー シ ョン コン トロー ル シス テムへの

ARPA知 識共有の適用に関す る報告 を行 い ました。

V.F.Subra㎞anian教 授(Univ .ofMaryland,

米 国)は,異 種 ソフ トウェアパ ッケー ジの相 互利用

の ための仲介器 を用 いたアー キテ クチ ャHERMES

(H・t…g・n・ …Rea・ ・ni・gandM・di・t。,Sys-

tems)を 示 し,キ ャッシング技術 を用 いた効率化 に

関す る報告 を行 い ました。

2.3自 然昔語 テキス トか らの情 報獲得

電子 メデ ィアの急速 な普及に伴 って,大 量の 自然

言語 ・マルチ メデ ィア文 書が電子化 されつつあるこ

とに注 目し,電 子 メディア(主 として 自然 言語 テキ

ス ト)か らの情報獲得,オ ン トロジー構築 を試み る

論文 が何件か発表 され ま した。 これ らの論文の著者

の半数近 くが欠席 した こともあって詳細については
ら

不明な点があ りますが,投 稿され尭 論文か ら判断す
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る限 りでは,タ ー ゲ ッ トを辞書や シソー ラスの構築

とす る ものが 多 く,ま だ概 念の レベ ルまで踏み込ん

だ試みは少数 です。 そ うした中で,植 物辞典 の記述

を自動的に知 識表現化 して,植 物分類の知 識ベ ース

シ ス テ ム の構 築 を 目指 して い るDr.A.J.Taylor

(Univ.ofNewSouthWales,オ ー ス トラ リア)

の試みは注 目され ます。

2.4デ ジタル ライブラ リ

Dr.Su-ShingChen(NSF,米 国)か らは,デ ジ

タル ライブ ラ リにつ いて,そ の技術体 系 として次の

キー ワー ドが示 され,現 在,デ ジタルライブラ リ計

画 の中で推進 されている6つ のプ ロジェ ク トの概要

について説明があ りました。

(1)デ ジタルライブ ラ リの技術体系

user-centered

information

acceSS

CSCW applications

content-

based

indexing

petabyte

storage

1ibrary

archives

information

space

management

intellectual

property

copyright

networkand

server

multi-media

oblects

Client-Server

architecture

system

interface

interoperability

standardization

(2)デ ジタル ライブ ラ リ計 画

6つ のプ ロジェク トを中心 に進 め られ ている。

①lnfomedia:カ ー ネ ギ メロ ン大 学

ビデ オ ライ ブ ラ リの創 作 と利 用 の ため の 音 声,イ

メー ジ,言 語 理 解 の統 合 の研 究

principalresearcher:RajReddy,Takeo

Kanade

Microsoft,DEC,BellAtlantic,OpenUniver・

sityな ど が参 加

②TheEnvironmenta1ElectronicLibrary:カ リ

フ ォ ルニ ア 大学 バ ー ク レー 校

大規 模 化 可 能 な知 的 分 散 電 子 図書 館 の プ ロ トタ イ

プ ∵… ・

prinCipalreSeatCher・:W董 ㎞ 涙y)・'Stenebra・ker

Xerox,Califomia州 立 図 書櫨i鯉 な どが翻

③TheAlexandriaPr(㌍d・ ・1薄薄'繁 涛 擁 ア大 学

サ ン タバ ー バ ラ校 ・○ 憾 ぺ 三:遮

地図情報碗 括釣サービスを構 燃 鱒 鱗;、 .
館F'三

〇 磁

、、三鐘2叢 已

,、.涜 一 悟,・ ・垣 誌 ㌻1:三蕊 滋1ぷ 二1鯨 三 三"

principalresearcher:T.Smith,M.Goodchild

DEC,Xerox,LibraryofCongressな ど が参 加

④BuildingtheInterspace:イ リ ノ イ 大 学Ur-

bana-Champaign校

大 学 に お け る工 学 コ ミュニ テ ィの ため の デ ジタ ル

ラ イブ ラ リ

principalresearcher:BruceSchatz

NCSA,CNRF,IEEEComputerSocietyな どが

参 加

⑤TheUniv.ofMichiganDigitalLibraries

ResearchProject

:ミ シ ガ ン大学AnnArbor校

ミシ ガ ン大 学 に お け るデ ジタ ル ラ イブ ラ リプ ロ ジ

ェ ク ト

principalresearcher:D.Atkins

IBM,ElsevierSciencqAppleComputer,Bell・

core,McGrawHillな ど が参 加

⑥:きS繊o㎡ ・嶋ratedDigital-'LibraryProj㏄t

・ ヨ・

㌻㌻:篶嬉 歎:漆贈.

ロ 　ぺ〆 砂'

蓮 一返 ・

.層'『 》

磁1畜 ㌫
..,1、.,;一:き

'Lラ^
,・ ・,、,



:ス タ ンフ ォ ー ド大 学

informationbus,デ ジ タル ラ イブ ラ リの 自 己組 織

化 等 の研 究

principalinvestigator:TerryWinograd,Yoav

Shoham

HP研 究 所,NASA/ARC,ACM ,Bellcore,

WAISCorp.,Xeroxな ど が参 加

3.お わ りに

全体 的に,EDR電 子化 辞書(日 本),Cyc(米 国) ,

デ ジタル ライブ ラ リ(米 国)を 除 いて,知 識の共有

化や大規模知識ベー スに関わ る研 究の実践的 な内容

に関す る発表は 多か った とは言え ませんが ,わ が国,

ロッキー ドAIセ ンター,メ リーラン ド大学など,KB&

KS(KnowledgeBuildingandKnowledgeShar-

ing)に 向けての着実 な研 究 も認め られ,大 規模知識

ベースζ知識共有に関する問題意識の浸透 と実践的

研 究 は着 実 に 進行 しつつ あ り,い ずれ 大 きな波 に な

る こ とを感 じさせ る会 議 で あ っ た とい え ま しょ う
。

次 回 は,KB&KS'97と して米 国のWashingtonD .

C.で1997年4月 の第1週 に開催 す るこ とが合 意 さ札

会 議 委 員 長 にDr.Su-ShingChen(NSF,米 国),プ

ロ グ ラ ム 委 員 会 は ,J.A.HendlerとV.S.Subrah.

maianの 両 教 授(Univ.ofMaryland,米 国)が 中

心 とな って あ た る こ とに な って い ます。

⑳es中 央情報教育研究所 ◎e

わが国における情報処理技術者の育成を促進する

ため,情 報処理技術者教育に関する調査研究 を行 う

とともに,技 術者育成機関 として期待 されている情

報化人材育成学科認定学科の教育内容,教 員,設 備

等の実態を把握 ・評価 しました。

また,地 方の情報処理技術者教育の活性化 を図る

ため,関 連機関 との交流 も行いました。

本年度は以下の方法で時宜に即 した調査研究を実

施する予定です。

1.情 報処理教育実態調査

わが国における情報処理教育の実施状況を把握す

るため,全 国の高等学校,情 報系専門学校,高 等専

門学校,短 期大学,大 学,企 業等,約3,5000)機 関 を

対象に主としてアンケー ト調査を実施 しました。調

査対象は学校が教務部門および教員 を,企 業は総務

部門,情 報システム部門です。当該調査は平成6年

10月か ら11月にかけて実施 し,例 年実施 している固

定テーマに加え,専門学校における企業実習の状況,

情報処理技術者のキャリアディベ ロップメント,利

用部門の情報化の実態等を把握 し,そ の結果を取 り

まとめ ました。

本年度は固定的なテーマに加え,産 学連携や高度

情報処理育成指針等で把握する必要がある時宜にあ

ったアンケー ト内容を追加 して実施する予定です。

2.教 科研究鯛査

平成6年 度は専門学校等の情報処理教育機関 を対

象とする 「情報化人材育成学科認定制度」が発足 し

たことから,そ の制度の運用および審査の状況等を

整理するとともに,申 請校等の教育体制,教 員体制,

カリキュラム等について審査結果から分析 ・整理 し

ました。本年度は新たな情報化人材育成学科認定の

申請 ・認定に対応 した分析 ・整理に加え,実 績報告

書に基づいた分析 ・整理 も行いデー タベース化を図

る予定です。

3.連 絡事務及び地域交流

全国の情報化人材育成連携機関および情報化人材

育成学科認定機関の教職員および情報処理企業を対

象 として,情 報処理教育の質的向上,人 材育成事業

の振興発展のため,情 報処理に関するトピックス,

専門学校教育の特色,学 科認定制度,新 試験制度等

について紹介するとともに,参 加者 との意見交換を

全国の8会 場で行いました。

本年度は認定学科の支援 ・育成を目的 とした専門

学校 ・企業間の意見交換の場 を全国規模で展開する

予定です。'

4.産 学連携の推進に関する調査研究

今後の高度情報化社会 を支える情報化人材を育成

す る上で,大 学や専門学校等の教育機関 と企業との

相互連携の重要性が指摘されており,平 成5年 度は

幅広 く産学連携の実態を把握 しました。平成6年 度

は前年の調査でその実施が難 しい専門学校 における
ら ノ

企業研修に関 して,掘 り下げた調査 を実施するとと
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もに,そ の実現方策等について取 りまとめました。

本年度は,具 体的に産学連携 を実施 している専門

学校を中心にその実現に向けた指針 を作成す る予定

です。

5.高 度情報処理技術者育成指針に関する調査研究

高度情報化人材の1つ として位置づけられている

教育エンジニアの社会的定着 と活用を図るため,類

型別の教育エンジニアの現状 とその専門性,教 育エ

ンジニアの登録認定に関して当事者である教育機関

別に見た試験制度への要望,標 準カ リキュラムと試

験の連動性,教 育エンジニアの今後の普及促進に必

要な資質向上のための方策等について調査研究を行

いその結果 を取 りまとめました。

本年度は先に作成 した標準カリキュラム(全17種)

に対 して教育現場での意見や技術進展等 を踏まえた

改訂の方向を明らかにするため,体 系的な見直 しの

検討に着手する予定です。

6.実 践的教育手法に関する鯛査研究

新情報化人材育成標準カリキュラムに基づ く教育

を効果的に実施す るための教育手法に関 して,第 一

種共通カリキュラム研修の 「ソフ トウェア工学」 を

モデルにその教育内容や各種 メディアを活用 した教

育方法を検討し,こ れを踏まえたOHP,MO等 メデ

ィア教材の開発 も行 ったほか,米 国における教育工

学の現状や 日本における教育事例について も調査 を

行いその結果を取 りまとめました。

本年度はCAITで 実際に実施 している研修コース

を通 じてこれらの成果の評価 を行い,教 育上のポイ

ン トや教材の作成 ・利用上の留意点等を取 りまとめ

るほか,さ らに必要な補助教材の開発 を行 う予定で

す。

7.専 門学校における高度技術者(3年 制)及 び利用

技術者(シ ステムア ドミニス トレータ)教 育のあ

り方に関する間査研究

情報処理専門学校では,従 来の2年 制に加え,3

年制が増えてきてお り,シ ステム構築の専門教育の

充実が図られてきている一方,EUCの 進展に伴い新

情報化人材として定義 されたシステムア ドミニス ト

レータの育成に対するニーズが増大してきています。

このため平成6年 度 は,企 業経験が ない専門学校生

に如何に システムア ドミニス トレー タに必要 な実務

の疑似体 験 をさせ知 識 ・技術 を取得 させ るか,ま た

システムア ドミニス トレー タの標準 カ リキュラムに

則 った教育 を専 門学校 生に させ るため には どうすべ

きか等 の課題 を解決す るための調査研 究 を行 い,そ

の結果 を取 りまとめ る とともに,シ ステムア ドミニ

ス トレー タに必要 な能力の修得 を 目的に したケー ス

の開発 も行 い ました。

本年度は,専 門学校 におけ る高度技術者(3年 制)

に注 目して その教 育のあ り方に関す る調査研 究 を行

う予定 です。

8.モ デルテキス トの作成

通商産業省の産業構造審議会情報産業部会情報化

人材対策小委員会は,平 成5年5月 に今後のわが国

の情報化を担 う新 しい情報化人材 とその育成策につ

いて提言 しました。

CAITで は同提言に基づき,それらの新 しい人材の

育成に不可欠な標準カリキュラムを作成す るととも

に,標 準カリキュラムに準拠 したモデルテキス トを

作成 しています。 また,こ れら標準カリキュラムに

準拠 したモデル研修 も実施 しています。

モデルテキス トの作成は,情 報処理技術者試験と

同期を取 りつつ試験の実施前6カ 月を目処に作成し

てきてお り,現 在第二種共通テキス ト14種,第 一種

共通テキス ト18種 システムア ドミニス トレータテ

キス ト1種,高 度情報処理技術者育成テキス ト8種

および付属のCOMET/CASL入 門1種 の計42種 の

テキス トを発行済みです。

本年度は,6種 のテキス トについて平成7年 夏を

完成 目標に以下の内容で作成中です。

(1)教 育エンジニアテキス ト

情報処理技術者の専門教育および利用者の情報 リ

テラシ教育 を対象に,人 材育成策や教育訓練体系を

立案する企画型業務担当者,学 習システムや コース

ウェアの設計 ・開発を行 うメディア教材開発型業務

担当者,コ ースの開発や実際のインス トラクション

を行 うインス トラクション業務担当者の3つ に類別

し,そ れぞれの役割(業 務)に 求められる専門知識

や技術に関わる実務能力を修得 します。

(2)マ イコン応用システムエンジニアテキス ト
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マ イクロコンピュー タを応用 した製品の企画 ・設

計 ・開発 を遂行 し得 る能力 を養 うため,マ イ クロコ

ン ピュー タ応用のための システム分析か らシステム

設計,開 発 計画の立案,ソ フ トウェアの設計 ,テ ス

ト・評価,保 守等一連の専 門知 識 と実務能 力 を修得

します。

(3)デ ベ ロップ メン トエ ンジニアテキス ト

基本 ソフ トウェアや ミドル ウェア等の システムの

基本 とな るソフ トウェア開発 を遂行 し得 る能 力を養

うため,各 種の開発方式,ハ ー ドウェアアー キテク

チ ャ,オ ペ レーテ ィングシステム,ヒ ューマ ンイン

タフェー ス等の関連す る専 門技術 を修得 す るととも

に,計 画 ・分析か ら評価 ・出荷 ・保 守 までの一連 の

開発工程 に沿 った実務能力 を修得 します。

(4)基 本 システムスペ シャ リス トテキス ト

情報 システムにおけ る最 適 な基本 ソフ トウェアや

ハー ドウェアの選択支援 ,運 用 時における総合的 な

性能評価等,シ ステム全体 の効率 ・信頼性等の評価 ,

改善等 を遂行 し得 る能力 を養 うため,性 能や信頼性 ,

運用性,経 済性等 の視点か らハー ドウェアや基本 ソ

フ トウェア等 に関す る専 門的知識 お よび評価 ,分 析

改善 に関す る実務 能力 を修得 します。

(5)ソ フ トウェア生産技術 スペ シャ リス トテキス ト

ソフ トウェア開発作業の基盤 とな る開発環境 の整

備等 に当たって,効 率的かつ高品質 のソフ トウェア

開発 を側面か ら支援 し得 る能力 を養 うため,ソ フ ト

ウェアの生産 技術や 開発戦略,開 発技法等の専 門知

識 を修得 す るとともに開発作業標準や 品質保証,生

産性評価 の実施 に関す る実務能 力 を修得 します。

(6)上 級 システムア ドミニス トレー タテキス ト

情報 シス テム部 門やユーザ部 門 との連携 を取 りつ

つ,現 状業務 の改善や高度化 を計画 し,基 本的 な情

報 システムや 自部 門のエ ン ドユーザ コン ピューテ ィ

ングを推進 し得 る能力 を養 うため ,業 務 システムの

情報化計画の立案や システムの構築 ・運用 を主体的

に実施 す るため に必要 な知識や技術 に関す る実務能

力 を修得 します。

● ● ○情報処理技術者試験センターe● ●

新 しい試験制度 による春期 試験 が4月16日 に実施

され ま した。今 回実施 された試験 は,プ ロジェク ト

マネー ジャ,シ ステム運用管理エ ンジニア
,プ ロダ

クシ ョンエ ンジニア,デ ー タベー ススペ シャ リス ト
,

第一種 情報処理技術者,第 二種 情報処理技術者の6

試験 区分 です。 これに よ り,93年5月 の産 業構造審

議会情報産業部会 情報化 人材対策小委 員会 の最終報

告 を受けて改訂 された新試験制度に よる11区 分の試

験 は,一 巡 して実施 され たことにな ります。

春期試験の合格 者の発表は,第 二種が6月8日 に

官報公示 され,第 一種 は7月 上旬,そ の他 の高度情

報処理 技術者試験 は7月 下旬に官報 公示 され る予定

です。

春期 試験全体 の応募者 の状況 と合 格者が発表 され

た第二種 の結果 につ いては,次 の ような概要 となっ

てい ます。

1.春 期試験全体の応募者の状況

応募者 は前回の秋期 試験の応募者 と比べて,13,808

人(10.7%減)の 減少 を示 しました。

プロジェ ク トマネー ジャは,受 験資格 が秋期 試験

のアナ リス ト,シ ステム監査 と同様 に27歳 以上 とな

ってい ますが,平 均年齢で見 ると,ア ナ リス トの平

均年齢37.3歳,シ ステム監査37.5歳 と比べ て若干若

くなっています。逆 に,シ ステム運用 管理 はアプ リ

ケー シ ョン と同 じ25歳 以上 の受験資格 であ りなが ら,

アプ リケー ション31.3歳 に対 して3 .2歳 も上昇 してい

ます。年齢制限のないプロダ クシ ョンとデー タベー

スは,ネ ッ トワー クの27 .8歳 と比べ ると3歳 程度の

上昇 となっています。

表 平成7年 度春期試験の応募者状況

試験区分 噛 平均年齢

プロジ ェク トマネー ジ ャ U,321
.

37.0

_シ ステム運用管理 4,599 345

プ ロダクシ ・ン 12,809 30.9
一
ア一 夕ペース 7,979' 30.8

第一種 87,151 27.5

第二種 ll8,044 23.8

合 計 241,903 26.6

第一種 は,旧 試験制度最後の平成6年 度春期試験

の27.4歳 とほぼ同 じとな り,第 二種 も前 回秋の24 .1

歳 と大 きな差 はあ りません(表 参照)。
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次に,応 募者の勤務先別 と最終学歴別の構成を示

します。

マ ネ ー ジ ャ

適 用 管 理

プOダ ク シ・ン

デ 一 夕 ベ ー ス

第 一 積

第 二 積

(応募者)

最終学歴別

大学 ・旧制高校(在 学 も含 む)は,前 回秋の54.5

%に 比べ て4.3ポ イン ト減少 し50.2%に 止 ま りました

が,依 然合格者の半数以上 を占めてい ます。専修学

校(同 含む)は 前 回秋が23.0%で 今 回の25.1%と 比

べて2.1ポ イ ン ト増加,高 校 ・旧制 中学(同 含 む)も

前 回秋10.3%に 対 して12.8%と な り,2.5ポ イン トの

増加 とな りま した。

第 二 種

◆1・t`1・4●`.4・.・ ・…te・X

Φ口 大学院 ④口 高専 ⑦■ 専修学校
②ll田大学 ・旧制高校 ⑤囲 高校・旧制中学 ⑧0そ の他
③■ 短大 ⑥砲 小中学校 Φ質 無記人

(O数 字はグラフ上での左か らの願解}(注)最 終学歴には在学中も含む
●1■1・1■4●'●.●T・.・ ●.t..文

Φ〔】 電算機鎚造 ・販売公案 ④口 上記以外の一般企業 ・団体 その他

②澗 ソフトウェア公案 ⑤■ 官公庁 ⑧類 学生
③担 情報処理サービス企業等 Φ口 学校 ・研究機関 ⑨口 無記入

(O数 字はグラフ上での左からの順序)

2.第 二種の結果

第二 種 試 験 の応 募 者 数 は118,044人,受 験 者 数

80,633人,受 験率68.3%で,合 格 者数 は11,056人,

合格率13.7%の 結果 とな りま した。合格 者の平均年

齢は24.2歳 で,今 回の合格者 を加 える と第二種の合

格者総数は40万 人 を越 え,403,676人 に達 しま した。

次 に,合 格 者におけ る勤務先,最 終学歴別の構成

を示 します。

勤務先別

勤務先別構 成では,前 回秋 で減 少 を示 した学生(前

回秋33.2%)が,今 回は合格者の45.4%を 占め,前

回秋 と比べ て12.2ポ イン ト増加 しま した。社会 人は

逆 に電算機 製造 ・販売企業が4.6%(同6.1%)で1.5

ポイン トの減少,'ソフ トウェア企業が19.5%(同27.5

%)で8.0ポ イン トの減少,情 報サー ビス企業等が9.0

%(同13.8%)で4.8ポ イシ トの減i少とな りました。

声 二 百

最 終 学 歴 別 応 募 者.一..構 成 比(職7鞭 棚)

マ ネ ー ジ ャ

運 用 管 理

プ ロダ クシ ・ン

デ ー タ ペ ー ス

第 一 覆

第 二 覆

(応募者)

■`● 含●3■4● ・.6.「 ・.金9・1.・X

羅 誓 … 校墾 羅二塁制中学 磐 ‖校
(O数 字 はグヴフ上での左からの順序)(注)最 終学歴には在学中も含む
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●◎ 産業情報化推進センター ◎◎

産業情報化推進センターでは,産 業界における情

報化の健全な発展 と普及啓蒙を図るため,各 業界と

の連携を図 りつつ,各種の課題に取 り組んでいます。

現在の活動状況を以下にご紹介 します。

1.ビ ジネスプロ トコル に関す る検討

(1)業 際EDIパ イ ロッ トモデルの調査 ・研 究 ・開発

EDIに よって交換 されてい る情報 は現在,受 発注

処理 な どの商流分 野の ものがほ とん どです。受注か

ら生産,決 済な どあ る取 引全体か ら見れば,EDIが

利用 されて いるのは一部分 に過 ぎません。 この こと

が,業 務全体 を合理化す る観点か らはネ ックになっ

てい るのが実情 です。通商産業省では平成6年 度 中

に商流分野 と物流分野 を リンクさせ るパイロ ッ ト事

業 を当センター に委託 してい ましたが,本 年度か ら

は金 流分野 までをEDI化 す るパイロッ ト事 業 を当セ

ンター に委託す るこ とに してい ます。

具体的 には,手 作業で行 われている売掛金の消 し

込み処理の電子化 を検討 す るこ とに して います。

2.ユ ーザ システムの高度化 に関 す る検討

(1)EDI向 け 「新手順 」の開発 ・普及

オープ ンなEDIを 実現 する新 しい情報通信手順 と

して,OSI-FTAM準 拠 によ り開発 した 「F手 順」

の製 品化 を支援 して きま した。今年度 もF手 順 関連

ドキュメン トの維持管理 お よび,製 品の利用拡大 に

必要 な活動 を行 います。 また,パ ソ コンをベー ス と

した 「PC-F手 順」 の相互運用性検証 システムの

検 討 ・開発 を行 う予定 です。

(2)OSI利 用促進

OSIに 関連 したセ ミナー を開催 す る等,OSI利 用

促進 のための活動 を行 います。さ らに,EDIの 国際

的広が りと多様化に対 応す るためOSI-MHSを ベー

ス とす るEDI用 通信手順(仮 称:Pedi)の 調査 ・研

究 を行 うとともに,今 後 のインタラクティブEDI実

現 に必要 な 「リアル タイムEDI向 け新通信手順」に

ついて も調査 ・検討 を継続す る予定 です。

3.産 業界の システム化及 びそれ に係 る制度 問題の

調査研 究

(1)EDIの 法的問題 に関す る調査研 究

EDIが 産 業活動 の基盤 として進展 してい くために

は,EDI取 引 を行 う場合 の法的有効性 を確保す る必

要があ ります。そこで当事業 では,主 にEDIの 法的

側 面か ら調査研究 を行 うこ ととしています。特に,

欧米におけ るEDIの 法制度 を比較検討 しつつ,国 内

のEDI取 引に関するデー タ交換協定 を含 む標 準契約

書等 につ いて検討 を行 うこととしています。

(2)産 業界の システム構築支援

EDIを は じめ とす る産業界におけ る情報 ネッ トワ

ー ク構築 について
,特 定 の業界 を選定 してシステム

構築上 の問題点 を中立的 な立場 か ら取 り上げ,産 業

界のシステム化 を支援す ることとしています。

(3)情 報 ネ ッ トワー クサー ビス事業実態調査

産業界のネ ッ トワー ク構築の重要 なキー とな る情

報ネ ッ トワー クサー ビス事業者のサー ビス機能等の

実 態 を把握 す るためのアンケー ト調査 を実施 し,そ

の調査結果 につ いての分析 ・評価 をす るこ ととして

い ます。

4.OSIオ ブジェク トの登録

当セ ンターでは,通 商産業省告示第502号 に基づ き,

OSIに 係 る組織 お よび国内標準の登録(オ ブジェ ク

ト登録)を 平成3年3月1日 よ り日本工業調査 会 よ

り移管 を受けて正式な登録機関 として行 っています。

平成7年3月 現在で登録 され ているオブ ジェク トの

数 は,組 織が73,国 内標準が62で す。

登録状 況につ いて,こ こでは,次 の組 織が登録抹

消 した ことをご連絡 します。

株 式会社 アステ ック

組 織登録番号 オブ ジェ ク ト識別子構成要素値

100015200015

5.EDIの 普及促進

わが国のEDIの 普及 ・啓蒙,業 種横断的な共通課

題の検討および関係者の情報交換の場として,45(平

成7年5月 現在)の 業界団体および関係4省 庁(オ

ブザーバ)で 組織する 「EDI推 進協議会」の事務局

を担当してお ります。今年度も各種活動の支援 を行

います。 ご
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6.普 及 ・広報

(1)産 業情報化シンポジウムの開催

わが国産業界の情報化を積極的かつ円滑に推進す

るために,業 界団体及び企業の経営者 ・実務家 を対

象に して,各 種研究成果及び先進的業界事例の紹介

等をテーマ とする産業情報化 シンポジウムを開催 し

ます。

(2)広 報誌 「産業 と情報」の発行

わが国産業界の情報化動向を広 く各方面に周知す

るため,「産業 と情報」を発行 し,会 員等へ配付 しま

す。

平成7年7月 発行

JlPDECジ ャーナルNo・88
発行人 ・井川 博/編 集人 ・日高良治

◎1995

財団法人 日本情報処理開発協会

東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105電 話03(3432)9384

本誌の記事 ・図表等のすべてないし一部奄許可な く引用 および複製することを禁 じます。

※本誌送付宛先の変1"zeつ いて鞘 鹸 扇査部(03-3ss2-93ec)ま でご連絡下さい・
之 ◆^

⊇



酬聴憲鶯㍗
人 ・情 報 ・未 来それは創 造

悟蝋灘 　養警
情報処理技術者試験

連動ノ

標準カリキュラム

(全17種) ◆

準拠 モデルテキスト
モデル研修

(高度情報化人材育成研修)

私達の目的
わたしたち中央↑1'1報教 育研究1り子は、通商産業省産

業構造審議会情報産業詳1二会情報化人材対策小委員

会の提ぼを受けて将来を見据えた†1`控11化人材の育

成をll的 に標準カリキュラム・モデルテキスト・モデル

研修の作成・実施等をEな'∬ 業として展開していま方

高度情報化人材育成標準カリキュラム準拠＼ 　
高度情報化人材育成研修[平成7年度]

)

一

人 コ ー ス 名 旧 教| 開 催 期 間ll 研 修 料
システム監査技術者コース
●システム監 査実践 7 7.7.17～7.8.1 155.000円

乏ロジェクトマネージャコース 15 7,9.26～7.10.31 305.000円

.

●プロジェクトの計画立案 3 7,9、26～7,9.28 69.000円

●プロジェクトの品質管理 3 7.10.3～7,10.5 69.000円『
●プ ロジェクトの 組 織 ・外 注 ・費 用 ・契約 管理 4 7.10.9～7,10.13 92.000円

oプ ロジェクトの進捗管理 3 7.10,17～7,10,19 69.000円

●プロジェクトの完 了評 価 2 7.10.30～7.10.31 46.000円

ヲロダクシ…ヨンエンジニアコース 18

平成7年9月 ～
10月開催予 定

(詳細 は別途 ご案内

申 しあげます)

356,000円

●内部設計 6 135.000円一

●プログラム作成 3
←

69、000円

●テストと保守 2 46.000円

●データ構造 とアルゴリズム 2 46.000円
"

●ソフトウェア工学の最新技術動向 3 69,000円
・.

●品質管理 2 46,000円

ネットワークスペシャリストコース
L-一

●広域分散コンピュータネットワークシステムの要求定義・設計 ・構築・評価 5 7.7,3～7,7,7 115.000円'
●ロー カルエ リアネットワー クシステムの 要求 定 義 ・設 計 ・構 築 ・評 価 4 7.7.10～7.7.13 92.000円1
■ネットワークの信頼性 とデータ伝送技術 2 7.7,17～7,7.18 46.000円
「 一 工

●ネットワー クアー キテクチャとトラフィック技 術 3 7.7.24～7.7.26 69.000円
一 ーー

デ一夕ベーススペシャリストコース 12 7.8.22～7.9,14 251.000円
w層.一.炉,

●データベースの基礎理論 2 7.8,22～7,8.23 46,000円
÷

●デ ータベ ース管理 システム 3 7.8.28～7,8.30 69、000円
一

●データベ ースシステムの設計 と運 用 5 7.9.4～7.9.8 115.000円
F.一

●データベ ース技術 動向 2 7,9,13～7,9,14 46.000円

システム運用管理エンジニアコース'
●システム保守 とセキュリティ管理 3 7,7.5～7.7.7 69.000円

.●性能管理とシステム評価 3 7.7.10～7.7.12 69.000円

●移行 ・運用テストとシステム移行 1.5 7。7,17～7,7.18 34.500円

璽一種共通カリキュラム研修[第一種情報処理技術者試験一部免除対象⊃一ス] 7.7,5～7.10.20 630.000円

●コンピュータ科学基礎 3 7.7,5～7.7.7 69,000円

●コンピュー タアー キテクチ ャ 2 7.7,10～7.7.11 46.000円

■通 信 ネットワー ク 3 7.7.12～7.7.14 69.000円

●基 本 ソフトウェア 4 7.7,17～7.7.20 92,000円

●デ ータベ ース 3 7..7,26～7,7.28 69.000円

●ソフトウェア工 学 3 7.7.31～7.8.2 69.000円

■ヒューマンインタフェース 3 7.8.14～7.8.16 69.000円

●=]ミュニケー ション技 法 5 7.9.18～7.9.22 115.000円

●問題発見 ・解決技 法 4 7.9,1卜7.9,14 92.000円

●システム構成技術 2 7.8.10～7.8.11 46.000円

●システムの運用 3 7.9.4～7.9,6 69.000円'
●情 報 セキュリティとシステム監 査 3 69.000円

●マネジメントサイエンスと企 業システム 4 92.000円

●応用システム開発技術 10 7.9.25～7.10.20 215.000円

●システム評価技法 9 195.000円
一.

財団法人 日本情報処理開発協会 中央情報教育研究所
東京都港区浜松町2-4-1世 界貿易センターピル7F

電 話03-3435-6507FAXO3-3435-6505
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